
と早期
に向けた要望 に向けた要望 に向けた要望 実現に向けた要望

・日本道路協会 ・日本道路協会 ・日本道路協会 ・日本道路協会
・国道307号改良促進協議会 ・国道307号改良促進協議会 ・国道307号改良促進協議会 ・国道307号改良促進協議会

主な事業内容 ・国道8号バイパス建設促進期成同盟会 ・国道8号バイパス建設促進期成同盟会 ・国道8号バイパス建設促進期成同盟会 ・国道8号バイパス建設促進期成同盟会
・国道8号（東近江区間）整備促進期成同盟会 ・国道8号（東近江区間）整備促進期成同盟会 ・国道8号（東近江区間）整備促進期成同盟会 ・国道8号（東近江区間）整備促進期成同盟会

（年次計画） ・滋賀県国道連絡会（近畿国道協議会） ・滋賀県国道連絡会（近畿国道協議会） ・滋賀県国道連絡会（近畿国道協議会） ・滋賀県国道連絡会（近畿国道協議会）
・名神名阪連絡道路整備促進期成同盟会 ・名神名阪連絡道路整備促進期成同盟会 ・名神名阪連絡道路整備促進期成同盟会 ・名神名阪連絡道路整備促進期成同盟会

Plan 1
３ 国道・県道の整備促進・維持管理要望 ３ 国道・県道の整備促進・維持管理要望 ３ 国道・県道の整備促進・維持管理要望 ３ 国道・県道の整備促進・維持管理要望

（実績） ・事業調整及び自治会要望等 ・事業調整及び自治会要望等 ・事業調整及び自治会要望等 ・事業調整及び自治会要望等

Do 2 ４ 蒲生スマートインターチェンジ利用促進等 ４ 蒲生スマートインターチェンジ利用促進等 ４ 蒲生スマートインターチェンジ利用促進等 ４ 蒲生スマートインターチェンジ利用促進等
・利用状況の把握 ・利用状況の把握 ・利用状況の把握 ・利用状況の把握
・周辺施設の維持管理 ・周辺施設の維持管理 ・周辺施設の維持管理 ・周辺施設の維持管理

５ 滋賀県施行土木建設事業負担金 ５ 滋賀県施行土木建設事業負担金 ５ 滋賀県施行土木建設事業負担金 ５ 滋賀県施行土木建設事業負担金

指標の年度目標値 － － － －

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 31,572千円 市債 27,200千円

東

38,485千円 市債

近

31,500千円

その

江

他 212千円 その他 3

市

91千円

一般財源 4,

総

160千円 一般財源 6

合

,594千円

職員数/

計

人件費 正 2.85人 会

画

計任 0人 20,900

～

千円 正 1.9人 会計任

ま

0人 13,665 千円

ち

評価
改善 方向性

令和0

づ

7年度 事務事業評価

く

指標の年度実績 Do

り

2 － 令和08年度の改

の

善の取り組み Acti

森

on 4 令和09年度

を

以降の事業の方向性と

育

資源の配分

＜成果・課

て

題＞ ＜改善内容＞ 事業

よ

の方向性 資源(財源・

う

人)の配分 事業の方向

～

性と資源の配分の内容

■

広域に渡る主要幹線

令

道路については、関係

和

市町と 主要幹線道路

0

の整備促進に向け、各

8

種協議会(同 現状維持

年

○ 財源
の連携による要

度

望活動を実施した。 盟会)と連携して、早期

実

実現に向けた要望活動

施

を継
国道8号彦根東

計

近江バイパス整備促進

画

に向けて同 続する。 見

／

直して継続 拡大
盟会と

◆

連携して要望活動を行

令

い、令和７年12月に

和

整 滋賀県道路整備ア

0

クションプログラム2

7

023の見直 拡大 現状

年

○
事務事業の改善内容

度

備ルート全線が都市計画決定された。 しに向

事

けて、要望する整備箇

務

所の抽出、取りまとめ

事

縮小 削減
滋賀県道路

業

整備アクションプログ

評

ラム2023の状況 を

価

進める。 事業統合 人員

○

Check 3 確認を

基

行い、未整備箇所につ

本

いて計画の確認を行っ

目

手段見直
た。計画の見

標

直しに当たり、未整備

：

箇所の計画への 休止・

0

廃止 拡大
反映を求めて

6

いく必要がある。 現状

都

○

完了 削減

市基盤が整った快適なまち 指 標 名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指 標 － 新規 ○ ソフト 事務事業コード 98

○基本的政策：01広域的な都市基盤が整っているまちづくり 指標の目標値 － 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 広域事業推進課

関 係 法 令 各協議会、同盟会規約 東近江市道路整備
基本計画、東近江

○ 施策 ：01主要幹線道路の整備 市 条 例 等 作 成 者 山脇 明市国土強靭化計画

事務事業名 将来道路整備網について各路線の位置づけや機能を調査し、効率的な道路整備を進めていきます。 、東近江市地域福
関連計画また、本市を取り巻く各道路の整備を関係機関と協力して整備促進に努めます。 祉計画

主要幹線道路整備促進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 020000
算

款 項 目 080201

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 主要幹線道路の整備促進 １ 主要幹線道路の整備促進 １ 主要幹線道路の整備促進 １ 主要幹線道路の整備促進
・国道8号、307号の改修事業促進 ・国道8号、307号の改修事業促進 ・国道8号、307号の改修事業促進 ・国道8号、307号の改修事業促進
・国道421号の整備促進 ・国道421号の整備促進 ・国道421号の整備促進 ・国道421号の整備促進
・国道8号彦根東近江バイパスの整備促進 ・国道8号彦根東近江バイパスの整備促進 ・国道8号彦根東近江バイパスの整備促進 ・国道8号彦根東近江バイパスの整備促進

２ 国道等の整備促進協議会への負担金と早期実現 ２ 国道等の整備促進協議会への負担金と早期実現 ２ 国道等の整備促進協議会への負担金と早期実現 ２ 国道等の整備促進協議会への負担金



円 ・占用物等移転協議 ・関係機関打合せ開催（滋賀国道事務所、滋賀県
・関係機関打合せ開催（滋賀国道事務所、滋賀県 ・道路等用地購入 66,000千円 ・関係機関打合せ開催（滋賀国道事務所、滋賀県 、東近江土木事務所、NEXCO西日本、警察、市）

Plan 1 、東近江土木事務所、NEXCO西日本、警察、市） ・物件移転補償 50,000千円 、東近江土木事務所、NEXCO西日本、警察、市）
（繰越明許）

（実績） （繰越明許） ・設計監理 17,500千円
設計監理委託料 34,511千円 ・土地鑑定 1,000千円

Do 2 建物等調査委託料 10,205千円
道路新設改良工事 21,958千円
道路等用地購入費 15,951千円
（仮称）黒丸SIC整備事業負担金 12,172千円

指標の年度目標値 － － － －

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 39,504千円 予算額 国庫支出金 59,000千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 98,091千円 市債 0千円 134,009千円 市債 0千円

その他 2,069千円 その他 9,900千円

一般財源 56,518千円 一般財源 65,109千円

職員数/人件費 正 3.53人 会計任 0人 24,010 千円 正 4.45人 会計任 0人 30,732 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 － 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・（仮称）黒丸スマートインターチェンジの実施計 ・（仮称）黒丸スマートインターチェンジの実施計 現状維持 財源 令和９年度以降
画に基づき、物件移転補償調査を実施した。また、 画に基づき、道路修正設計、物件移転補償調査及び （仮称）黒丸スマートインターチェンジの実施計
関係機関と協議を重ね、事業を進めた。 物件移転補償を実施する。また、関係機関と協議を 見直して継続 拡大 ○ 画に基づき、整備事業の工事実施による事業費及び
・用地測量業務が完了した。 重ね、事業を進める。 拡大 ○ 現状 人員の増

事務事業の改善内容 ・整備事業について

東

、地元自治会とおおむ

近

ね合意が ・工事実施に

江

向け短期間での用地取

市

得を行う。 縮小 削減
得

総

られた。 事業統合 人員

合

Check 3 ・詳細

計

設計を積算し、整備事

画

業費の増額分を算出し

～

手段見直
た。 休止・廃

ま

止 拡大 ○
・整備事業費

ち

の増額分を補助対象に

づ

する協議が完了 現状
し

く

、国の内諾を得られた

り

。 完了 削減
・工事実施

の

に向け短期間での用地

森

取得が必要。

を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指 標 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5806

○基本的政策：01広域的な都市基盤が整っているまちづくり 指標の目標値 ― 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 広域事業推進課

関 係 法 令 高速自動車国道法、道路法、道路運送法、道路整備特別措置法 中央自動車道西宮
線（仮称）黒丸ス

○ 施策 ：01主要幹線道路の整備 市 条 例 等 作 成 者 山脇 明マートインターチ

事務事業名 名神高速道路「黒丸パーキングエリア」に接続するスマートＩＣの整備を進めます。 ェンジ実施計画
関連計画

インターチェンジ設置推進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 040000
算

款 項 目 080201

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ （仮称）黒丸スマートインターチェンジ地区協 １ 滋賀県との施工受託協定締結 １ （仮称）黒丸スマートインターチェンジ地区協 １ （仮称）黒丸スマートインターチェンジ地区協
議会開催（書面開催） 議会の開催 議会の開催

２ 事業実施 ２ 関係機関等との協議 ２ 事業実施 ２ 事業実施
・測量調査及び道路修正設計 ・占用物等移転協議 ・スマートインターチェンジ整備 ・スマートインターチェンジ整備
・物件移転補償調査 ・関係機関打合せ開催 ・用地取得
・用地買収（土地鑑定、用地買収、登記） ・地元自治会との協議
・物件移転補償
・市道改良工事

主な事業内容 ３ 関係機関等との協議
３ 関係機関等との協議 ３ 事業実施 ３ 関係機関等との協議 ・占用物等移転協議

（年次計画） ・占用物等移転協議 ・物件移転補償調査 12,000千



共交通計画及び第５次再編計画の進捗状 ・地域公共交通計画及び第５次再編計画の進捗状 ・地域公共交通計画の進捗・取組状況等の確認 ・地域公共交通計画の進捗・取組状況等の確認
況等の検証・中間見直し 況等の検証・中間見直し ・奥永源寺地域自動運転サービスの運行 ・奥永源寺地域自動運転サービスの運行

・奥永源寺地域自動運転サービスの運行 ・奥永源寺地域自動運転サービスの運行

２ コミュニティバスの運行 ２ コミュニティバスの運行 ２ コミュニティバスの運行 ２ コミュニティバスの運行
・ちょこっとバス、角能線 11路線 ・ちょこっとバス 角能線 11路線 ・ちょこっとバス・ちょこっとタクシーの新ダイ ・ちょこっとバス・ちょこっとタクシーの運行
・ちょこっとタクシー ６路線４エリア ・ちょこっとタクシー ６路線４エリア ヤ等による運行 ・コミュニティバス少量貨物輸送事業

主な事業内容 ・コミュニティバス少量貨物輸送事業 ・コミュニティバス少量貨物輸送事業 ・コミュニティバス少量貨物輸送事業
・コミュニティバスダイヤ及び路線の見直し検討

（年次計画）
３ 新たな運行形態による近江鉄道線の運行 ３ 新たな運行形態による近江鉄道線の運行 ３ 新たな運行形態による近江鉄道線の運行 ３ 新たな運行形態による近江鉄道線の運行

Plan 1 ・近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会 ・近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会 ・近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会 ・近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会
・(一社)近江鉄道線管理機構の円滑な運営補助 ・(一社)近江鉄道線管理機構の円滑な運営補助 ・(一社)近江鉄道線管理機構の円滑な運営補助 ・(一社)近江鉄道線管理機構の円滑な運営補助

（実績）
４ 公共交通に係る利用促進事業 ４ 公共交通に係る利用促進事業 ４ 公共交通に係る利用促進事業 ４ 公共交通に係る利用促進事業

Do 2 ・ガバメントクラウドファンディング ・ガバメントクラウドファンディング ・ガバメントクラウドファンディング ・ガバメントクラウドファンディング
・近江鉄道・路線バス通学定期利用促進補助 ・近江鉄道・路線バス通学定期利用促進補助 ・

東

近江鉄道・路線バス通

近

学定期利用促進補助

江

・近江鉄道・路線バス

市

通学定期利用促進補助

総

・コミュニティバス

合

停留所ネーミングライ

計

ツ ・コミュニティバ

画

ス停留所ネーミングラ

～

イツ ・コミュニテ

ま

ィバス停留所ネーミン

ち

グライツ ・コミュ

づ

ニティバス停留所ネー

く

ミングライツ

り

５ びわこ京阪奈線(

の

仮称)鉄道建設期成同

森

盟会 ５ びわこ京阪奈

を

線(仮称)鉄道建設期

育

成同盟会 ５ びわこ京

て

阪奈線(仮称)鉄道建

よ

設期成同盟会 ５ びわ

う

こ京阪奈線(仮称)鉄

～

道建設期成同盟会
・

■

鉄道構想実現に向けた

令

利用促進 ・鉄道構想

和

実現に向けた利用促進

0

・鉄道構想実現に向

8

けた利用促進 ・鉄道

年

構想実現に向けた利用

度

促進
（繰越明許）
・（一社）近江鉄

実

道線管理機構補助金

施

194,386千円

計

（国補正による前倒し

画

事業）
指標の年度目標

／

値 20.0% 16.3

◆

% 17.5% 18.8

令

%

事業の優先度 Ａ Ａ

決

和

算額 国庫支出金 112

0

,065千円 予算額 国

7

庫支出金 0千円

県支出

年

金 21,476千円 県

度

支出金 21,476千円

事業の財源 789,

事

339千円 市債 144

務

,800千円 621,

事

031千円 市債 44,

業

400千円

その他 77

評

,112千円 その他 5

価

3,531千円

一般財

○

源 433,886千円

基

一般財源 501,62

本

4千円

職員数/人件費

目

正 1.8人 会計任 0人

標

14,321 千円 正 2

：

.1人 会計任 0人 17

0

,547 千円

評価
改善

6

方向性

令和07年度

都

事務事業評価

指標の年

市

度実績 Do 2 18.

基

3% 令和08年度の改

盤

善の取り組み Acti

が

on 4 令和09年度

整

以降の事業の方向性と

っ

資源の配分

＜成果・課

た

題＞ ＜改善内容＞ 事業

快

の方向性 資源(財源・

適

人)の配分 事業の方向

な

性と資源の配分の内容

ま

東近江市地域公共交

ち

通計画等に基づき、コ

指

ミュニ 東近江市地域

標

公共交通計画等につい

名

て中間見直し 現状維持

バ

○ 財源
ティバスの継続

ス

的な運行と利用しやす

、

い環境の整備 を行うと

鉄

ともに、需要動向に見

道

合った公共交通ネッ
に

等

努めるとともに、計画

の

の中間見直しに向けた

公

各種 トワークの構築を

共

推進する。 見直して継

交

続 拡大
調査を実施した

通

。 近江鉄道・路線バ

に

ス通学利用促進補助に

対

ついて、 拡大 現状 ○
事

す

務事業の改善内容 近

る

江鉄道線の利用促進策

満

として、近江鉄道・路

足

線 利用実態等を検証し

度

、制度の見直し等を検

指

討する。 縮小 削減
バス通学利用促進補助を実施し、鉄道やバス利用

標

の 近江鉄道線は市の

成

発展に不可欠な地域鉄

果

道である 事業統合 人員

指

Check 3 習慣化

標

とともに将来にわたる

一

公共交通利用者の育成

覧

ことから、県、沿線市

の

町、近江鉄道株式会社

と

及び一 手段見直
が図れ

お

た。 般社団法人近江鉄

り

道線管理機構が連携し

新

、安全運行 休止・廃止

規

拡大
引き続き近江鉄

○

道線をはじめとする地

ソ

域公共交通 をはじめ利

フ

用促進や利便性の向上

ト

に努める必要があ 現状

事

○
の持続可能な在り方

務

の検討と地域全体で守

事

り育てる る。 完了 削減

業

といった意識の醸成を

コ

図っていく必要がある

ー

。

ド 235

○基本的政策：07交通環境が整っているまちづくり 指標の目標値 20.0% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 公共交通政策課

関 係 法 令 道路運送法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、交通政策基本法、東近江市生活交通路 東近江市地域公共
線維持費補助金交付要綱、東近江市地域公共交通会議要綱、東近江市近江鉄道線輸送安全確保事業費 交通計画、東近江

○ 施策 ：01公共交通の充実 市 条 例 等 作 成 者 山田 雅利補助金交付要綱 市コミュニティバ

事務事業名 生活交通路線バス（日八線、御園線、神崎線）の維持を図るため、赤字の一部を国･県･市で補助す ス第５次再編計画
関連計画るとともに経営協議を行い赤字の縮減を図ります。また、コミュニティバス「ちょこっとバス・ちょ 、東近江市地域福

バス・鉄道活性化事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計こっとタクシー」を需要動向に合わせてより効果的、効率的に運行します。低床バスの導入、鉄道安 祉計画

全輸送設備の整備やバリアフリー化に対して支援します。 大事業コード 020000
算

款 項 目 020112

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 東近江市地域公共交通計画に基づく取組推進 １ 東近江市地域公共交通計画に基づく取組推進 １ 東近江市地域公共交通計画に基づく取組推進 １ 東近江市地域公共交通計画に基づく取組推進
・東近江市地域公共交通会議の開催（２回） ・東近江市地域公共交通会議の開催 ・東近江市地域公共交通会議の開催 ・東近江市地域公共交通会議の開催
・地域公



を用いた利用促進 ・広報媒体を用いた利用促進 ・広報媒体を用いた利用促進 ・広報媒体を用いた利用促進
・パーク・アンド・ライド事業の推進 ・パーク・アンド・ライド事業の推進 ・パーク・アンド・ライド事業の推進 ・パーク・アンド・ライド事業の推進
（延べ18台）

主な事業内容

（年次計画） ３ モビリティマネジメント教育の普及 ３ モビリティマネジメント教育の普及 ３ モビリティマネジメント教育の普及 ３ モビリティマネジメント教育の普及
・バス事業者及び県と連携した小学校への出 ・バス事業者及び県と連携した小学校への出 ・バス事業者及び県と連携した小学校への出 ・バス事業者及び県と連携した小学校への出

Plan 1 前講座の実施（３校） 前講座の実施 前講座の実施 前講座の実施
・小学校への交通教材の提供（５校） ・小学校・中学校への交通教材の提供 ・小学校・中学校への交通教材の提供 ・小学校・中学校への交通教材の提供

（実績） ・高齢者サロンでの公共交通利用啓発（５地区） ・高齢者サロンでの公共交通利用啓発 ・高齢者サロンでの公共交通利用啓発 ・高齢者サロンでの公共交通利用啓発

Do 2
４ 公共交通利用機会の創出 ４ 公共交通利用機会の創出 ４ 公共交通利用機会の創出 ４ 公共交通利用機会の創出
・国スポ・障スポ連携キャンペーン（926人） ・ちょこっとバスお試しキャンペーン ・ちょこっとバスお試しキャンペーン ・ちょこっとバスお試しキャンペーン
・市内イベント開催時での運賃無料 ・市内イベント開催時の利用促進キャンペーンの ・市内イベント開催時の利用促進キャンペーンの ・市内イベント開催時の利用促進キャンペーンの

実施 実施 実施

指標の年度目標値 170,000人 192,500人 205,000人 217,500人

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 427千円 市債 0千円 388千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 427千円 一般財源 388千円

職員数/人件費 正 1.1人 会計任 0人 8,235 千円 正 1.2人 会計任 0人 8,488 千円

評価
改

東

善 方向性

令和07年度

近

事務事業評価

指標の

江

年度実績 Do 2 18

市

0,785人 令和08

総

年度の改善の取り組み

合

Action 4 令和

計

09年度以降の事業の

画

方向性と資源の配分

＜

～

成果・課題＞ ＜改善内

ま

容＞ 事業の方向性 資源

ち

(財源・人)の配分 事

づ

業の方向性と資源の配

く

分の内容

買物お帰り

り

きっぷ事業については

の

、公共交通利用 買物

森

お帰りきっぷ事業につ

を

いては、協力店舗の拡

育

現状維持 ○ 財源
機会の

て

創出効果があるため、

よ

協力店舗の拡大に向け

う

大を進め、公共交通利

～

用機会の創出を図って

■

いく。
て働きかけを行

令

った。 パーク・アン

和

ド・ライド事業の推進

0

については、 見直して

8

継続 拡大
パーク・ア

年

ンド・ライド事業によ

度

り、近江鉄道線 新たな候補地の調査・検討を

実

図っていく。 拡大 現状

施

○
事務事業の改善内容

計

を利用した通勤・通学

画

利用の拡大を図った。

／

モビリティマネジメ

◆

ント教育については、

令

未実施 縮小 削減
モビ

和

リティマネジメント教

0

育については、滋賀県

7

の小学校での授業数を

年

増やすとともに、高齢

度

者サロ 事業統合 人員
Check 3 と連携し

事

市内の小学校（３校）

務

で地域の路線に合わ ン

事

等での利用方法の周知

業

をとおしてマイバス意

評

識の 手段見直
せた授業

価

を行った。 醸成を図る

○

ことで、公共交通を取

基

り入れたライフス 休止

本

・廃止 拡大
引き続き

目

市民生活に公共交通の

標

利用が取り入れら タイ

：

ルへの転換を図ってい

0

く。 現状 ○
れる仕組み

6

づくりが必要である。

都

完了 削減

市基盤が整った快適なまち 指 標 名 ちょこっとバス・ちょこっとタクシー利用者数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 177

○基本的政策：07交通環境が整っているまちづくり 指標の目標値 230,000人 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 公共交通政策課

関 係 法 令 － 東近江市地域公共
交通計画、東近江

○ 施策 ：02公共交通の利用促進 市 条 例 等 作 成 者 山田 雅利市コミュニティバ

事務事業名 近江鉄道や生活交通路線バス、コミュニティバス等の公共交通を利用してもらえるよう、運行業者 ス第５次再編計画
関連計画や商業者への利用促進のための仕組みづくりの働きかけ、沿線事業者等への利用の働きかけのほか、

公共交通利用促進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計イベントを活用した啓発など、あらゆる機会を活用して利用を促す啓発事業を実施します。

大事業コード 030000
算

款 項 目 020112

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 商業施設と連携した利用促進 １ 大型店舗と連携した利用促進 １ 大型店舗と連携した利用促進 １ 大型店舗と連携した利用促進
・買物お帰りきっぷ協力店舗の拡充（３店舗） ・買物お帰りきっぷ協力店舗の拡充 ・買物お帰りきっぷ協力店舗の拡充 ・買物お帰りきっぷ協力店舗の拡充
・沿線企業への通勤利用の働きかけ ・沿線企業への通勤利用の働きかけ ・沿線企業への通勤利用の働きかけ ・沿線企業への通勤利用の働きかけ

２ マイカーからの利用転換の啓発 ２ マイカーからの利用転換の啓発 ２ マイカーからの利用転換の啓発 ２ マイカーからの利用転換の啓発
・広報媒体



ほか14施設 直営管理：市辺駅ほか14施設

２ 駅施設等の管理 ２ 駅施設等の管理 ２ 駅施設等の管理 ２ 駅施設等の管理
・八日市駅ホール・トイレ ・八日市駅ホール・トイレ ・八日市駅ホール・トイレ ・八日市駅ホール・トイレ

主な事業内容 ・能登川駅自由通路 ・能登川駅自由通路 ・能登川駅自由通路 ・能登川駅自由通路
・平田駅コミュニティハウス ・平田駅コミュニティハウス ・平田駅コミュニティハウス ・平田駅コミュニティハウス

（年次計画） ・太郎坊宮前駅公衆トイレ ・太郎坊宮前駅公衆トイレ ・太郎坊宮前駅公衆トイレ ・太郎坊宮前駅公衆トイレ
・桜川駅公衆トイレ ・桜川駅公衆トイレ ・桜川駅公衆トイレ ・桜川駅公衆トイレ

Plan 1 ・新八日市駅公衆トイレ ・新八日市駅公衆トイレ ・新八日市駅公衆トイレ ・新八日市駅公衆トイレ
・五箇荘駅コミュニティハウス ・五箇荘駅コミュニティハウス ・五箇荘駅コミュニティハウス ・五箇荘駅コミュニティハウス

（実績）
３ 八日市駅前及び能登川駅周辺の放置自転車対策 ３ 八日市駅前及び能登川駅周辺の放置自転車対策 ３ 八日市駅前及び能登川駅周辺の放置自転車対策 ３ 八日市駅前及び能登川駅周辺の放置自転車対策

Do 2 ・放置監視員による指導・撤去 ・放置監視員による指導・撤去 ・放置監視員による指導・撤去 ・放置監視員による指導・撤去

４ 公共交通関連施設整備 ４ 公共交通関連施設整備 ４ 公共交通関連施設整備
・近江鉄道新八日市駅周辺整備調査・検討業務 ・近江鉄道駅周辺整備の調査・検討 ・近江鉄道駅周辺整備の調査・検討
・近江鉄道朝日大塚駅自転車駐車場増設工事

指標の年度目標値 0台/年 15台/年 10台/年 5台/年

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 3,500千円

事業の財源 33,508千円 市債 0千円 51,511千円 市債 0千円

その他 14,807千円 その他 25,544千円

一般財源 18,701千円 一般財源 22,467千円

職員数/人件費 正 1.1人 会計任 0人 7,964 千円 正 0.8人 会計任 0人 5,521 千円

評価
改

東

善 方向性

令和07年度

近

事務事業評価

指標の

江

年度実績 Do 2 31

市

台/年 令和08年度の

総

改善の取り組み Act

合

ion 4 令和09年

計

度以降の事業の方向性

画

と資源の配分

＜成果・

～

課題＞ ＜改善内容＞ 事

ま

業の方向性 資源(財源

ち

・人)の配分 事業の方

づ

向性と資源の配分の内

く

容

放置自転車の減少

り

により駅周辺の景観や

の

歩行空間 自転車等放

森

置禁止区域である八日

を

市駅及び能登川 現状維

育

持 ○ 財源
を改善するた

て

め、八日市駅や能登川

よ

駅周辺の放置自 駅周辺

う

を中心に放置自転車対

～

策を継続して行い、放

■

転車禁止区域のパトロ

令

ールのほか、路面表示

和

を行い 置自転車の防止

0

に努める。 見直して継

8

続 拡大
放置自転車の防

年

止に努めた。 公共交

度

通関連施設の整備については、近江鉄道新 拡

実

大 現状 ○
事務事業の改

施

善内容 公共交通関連

計

施設については、老朽

画

化する施設の 八日市駅

／

周辺整備の調査・検討

◆

を行うとともに、近 縮

令

小 削減
修繕を行い、快

和

適な利用環境の整備に

0

努めた。 江鉄道朝日大

7

塚駅の自転車駐車場の

年

増設を行い、利 事業統

度

合 人員
Check 3 老朽化する公共交通

事

関連施設について、引

務

き続き 用実態に応じた

事

駐車台数を確保する。

業

手段見直
適正に管理・

評

整備する必要がある。

価

休止・廃止 拡大
現状 ○

○

完了 削減

基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 放置自転車撤去台数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 60

○基本的政策：07交通環境が整っているまちづくり 指標の目標値 0台 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 公共交通政策課

関 係 法 令 東近江市自転車駐車場条例、東近江市自転車等の放置防止に関する条例、東近江市能登川駅自由通 東近江市地域公共
路及び駅口広場条例 交通計画、東近江

○ 施策 ：03公共交通関連施設の適切な管理 市 条 例 等 作 成 者 山田 雅利市コミュニティバ

事務事業名 市内の自転車駐車場や近江鉄道八日市駅舎、ＪＲ能登川駅自由通路などの駅関連施設を安全に安心 ス第５次再編計画
関連計画して利用してもらえるよう、清掃・点検、修繕、放置自転車指導など適切な管理を実施します。 、東近江市地域福

公共交通関連施設管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計祉計画

大事業コード 040000
算

款 項 目 020112

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 自転車駐車場の管理 １ 自転車駐車場の管理 １ 自転車駐車場の管理 １ 自転車駐車場の管理
・有料自転車駐車場 ・有料自転車駐車場 ・有料自転車駐車場 ・有料自転車駐車場
指定管理：八日市駅 指定管理：八日市駅 指定管理：八日市駅 指定管理：八日市駅

能登川駅西 能登川駅西 能登川駅西 能登川駅西
・無料自転車駐車場 ・無料自転車駐車場 ・無料自転車駐車場 ・無料自転車駐車場
直営管理：市辺駅ほか14施設 直営管理：市辺駅ほか14施設 直営管理：市辺駅



・砂防協会 ・滋賀県河港・砂防協会
・蛇砂川改修促進協議会 ・蛇砂川改修促進協議会 ・蛇砂川改修促進協議会 ・蛇砂川改修促進協議会
・日野川改修期成同盟会 ・日野川改修期成同盟会 ・日野川改修期成同盟会 ・日野川改修期成同盟会

主な事業内容 ・研修負担金 ・研修負担金 ・研修負担金

（年次計画） ３ 一級河川の整備・維持管理について要望した。 ３ 一級河川の整備・維持管理要望 ３ 一級河川の整備・維持管理要望 ３ 一級河川の整備・維持管理要望
・自治会要望等地元調整を行った。 ・自治会要望等地元調整 ・自治会要望等地元調整 ・自治会要望等地元調整

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 － － － －

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 358千円 市債 0千円 515千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 358千円 一般財源 515千円

職員数/人件費 正 0.39人 会計任 0人 2,965 千円 正 0.68人 会計任 0人 4,977 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 － 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

一級河川の整備促進のため、協会等を通じ国へ要 河川整備には長い年数と膨大な予算を必要とする 現状維持 ○ 財源
望活動を行った。 ため、整備が促進されるよう、協会等を通じた要望
個々の一級河川の整備については、県の河川整備 活動を継続する。 見直して継続 拡大

計画に盛り込まれる必要があるため、自治会からの 県と市の合同で一級河川の点検を実施し、必要な 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 要望について、計画に反映するよう市から働きかけ 対策を整備計画に盛り込むよう働きかける。 縮小 削減

た。 事業統合 人員
Check 3 県と市の合同で一級河川の点検を実施した。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 適正な事務の執行（指標設定しない） 指 標 － 新規 ○ ソフト 事務事業コード 21

○基本的政策：01広域的な都市基盤が整っているまちづくり 指標の目標値 － 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 管理課

関 係 法 令 砂防法、各協会、同盟会規約 東近江市浸水対策
下水道（雨水）基

○ 施策 ：02一級河川の整備 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫本計画、東近江市

事務事業名 全国各地で水害や土砂災害が多発し甚大な被害が発生していることから、治水安全度を十分配慮し 国土強靱化計画
関連計画、継続して関係機関と河川改修の事業促進に努めます。

河川・砂防整備推進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 020000
算

款 項 目 080301

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 蛇砂川、八日市新川、愛知川、日野川、大同川 １ 蛇砂川、八日市新川、愛知川、日野川、大同川 １ 蛇砂川、八日市新川、愛知川、日野川、大同川 １ 蛇砂川、八日市新川、愛知川、日野川、大同川
改修整備促進 改修整備促進 改修整備促進 改修整備促進
・事業推進に向けた国・県へ要望した。 ・事業推進に向けた国・県への要望 ・事業推進に向けた国・県への要望 ・事業推進に向けた国・県への要望

２ 河川整備関連協議会へ負担金を支払った。また ２ 河川整備関連協議会への負担金と早期事業完了 ２ 河川整備関連協議会への負担金と早期事業完了 ２ 河川整備関連協議会への負担金と早期事業完了
、早期事業完了に向けた要望を行った。 に向けた要望 に向けた要望 に向けた要望
・滋賀県河港・砂防協会 ・滋賀県河港・砂防協会 ・滋賀県河港



額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 12,692千円 市債 0千円 2,570千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 12,692千円 一般財源 2,570千円

職員数/人件費 正 0.6人 会計任 0人 4,090 千円 正 0.68人 会計任 0人 4,563 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 21.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

市道の排水不良箇所について、排水対策工事を実 風水害による浸水や越水が発生した箇所の排水対 現状維持 ○ 財源
施した。 策工事を行う。
市が下水道事業として整備した雨水排水のための 見直して継続 拡大

下水道施設がある地区について、令和６年度に作成 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 した降雨による内水氾濫のリスクを想定した雨水出 縮小 削減

水浸水想定区域図を公表した。 事業統合 人員
Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 雨水排水整備が十分でないと思う市民の割合 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 22

○基本的政策：02道路・河川が整備されているまちづくり 指標の目標値 11.4% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 管理課

関 係 法 令 河川法 東近江市国土強靱
化計画、東近江市

○ 施策 ：02雨水排水の整備 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫浸水対策下水道（

事務事業名 本市には一級河川愛知川、日野川が流れ、その支流が複数あることから、水害の減災を図るため、 雨水）基本計画
関連計画市が管理する河川の整備改修工事を実施します。

排水対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 010000
算

款 項 目 080302

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 河川維持改良工事 １ 河川維持改良工事 １ 河川維持改良工事 １ 河川維持改良工事
・河川・水路の越水対策 ・河川・水路の越水対策 ・河川・水路の越水対策 ・河川・水路の越水対策

２ 排水対策事業 ２ 排水対策事業 ２ 排水対策事業 ２ 排水対策事業
・市道の排水不良箇所の整備 ・市道の排水不良箇所の整備 ・市道の排水不良箇所の整備 ・市道の排水不良箇所の整備
五個荘山本町ほか排水対策工事 建部瓦屋寺町地先排水対策工事
市子殿町地先排水対策工事
五個荘清水鼻町排水対策工事
市道野々宮線ほか側溝整備工事

主な事業内容
３ 雨水対策（下水道事業）

（年次計画） ・雨水出水浸水想定区域図に基づく雨水出水浸水
想定区域の指定

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 10.4% 18.3% 16.0% 13.7%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算



見付与
・道路台帳の管理 ・道路台帳の管理 ・道路台帳の管理 ・道路台帳の管理
・道路敷地の登記更正 ・道路敷地の登記更正 ・道路敷地の登記更正 ・道路敷地の登記更正

主な事業内容 ３ 市道認定及び関係課の協議 ３ 市道認定及び関係課の協議 ３ 市道認定及び関係課の協議 ３ 市道認定及び関係課の協議

（年次計画） ４ その他 ４ その他 ４ その他 ４ その他
・法定外公共物の処分 ・法定外公共物の処分 ・法定外公共物の処分 ・法定外公共物の処分

Plan 1 ・道路賠償責任保険の加入 ・道路賠償責任保険の加入 ・道路賠償責任保険の加入 ・道路賠償責任保険の加入
・蒲生野駐車場の管理 ・蒲生野駐車場の管理 ・蒲生野駐車場の管理 ・蒲生野駐車場の管理

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98.9% 99.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 512千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 8,831千円 市債 0千円 10,065千円 市債 0千円

その他 8,177千円 その他 10,065千円

一般財源 142千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 4.34人 会計任 1人 28,792 千円 正 5.2人 会計任 0人 29,412 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

新規の官民境界確定協議書のデジタル化を進め、 既存の官民境界協議書をデジタル化し、窓口業務 現状維持 ○ 財源
データ活用による効率化を進めた。 の効率化を進める。
庁外配信道路台帳をリニューアルし、利用者の利 見直して継続 拡大

便性の向上に努めた。 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 市内の道路網が変化しており、現在の道路台帳を 縮小 削減

再整備するため、新たな市道認定基準の策定が必要 事業統合 人員
Check 3 である。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 445

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 管理課

り 関 係 法 令 道路法、都市計画法、不動産登記法、砂利採取法、砕石法、東近江市道路占用料徴収条例、東近江 －
市法定外公共物管理条例、東近江市街区基準点管理保全要綱

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫

事務事業名 市民の土地利用に関する道路法等の許認可の適正化、市民等の窓口対応の正確、適正、迅速なサー
関連計画ビスの提供や安全な開発道路の整備に努めます。

土木総務管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 020000
算

款 項 目 080101

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 官民境界確定業務（市道、法定外公共物等） １ 官民境界確定業務（市道、法定外公共物等） １ 官民境界確定業務（市道、法定外公共物等） １ 官民境界確定業務（市道、法定外公共物等）

２ 管理調整業務 ２ 管理調整業務 ２ 管理調整業務 ２ 管理調整業務
・道路法24･32条の許認可、占用料の徴収 ・道路法24･32条の許認可、占用料の徴収 ・道路法24･32条の許認可、占用料の徴収 ・道路法24･32条の許認可、占用料の徴収
・都市計画法32条業務 ・都市計画法32条業務 ・都市計画法32条業務 ・都市計画法32条業務
・県許可関係等の進達及び意見付与 ・県許可関係等の進達及び意見付与 ・県許可関係等の進達及び意見付与 ・県許可関係等の進達及び意



帯物の設置又は更新

２ 維持補修用原材料の支給 116自治会 ２ 維持補修用原材料の支給 ２ 維持補修用原材料の支給 ２ 維持補修用原材料の支給
・アスファルト合材（30キロ/袋）1,231袋 ・アスファルト合材（30キロ/袋） ・アスファルト合材（30キロ/袋） ・アスファルト合材（30キロ/袋）
・砕石（４トンダンプ/台）64台 ・砕石（４トンダンプ/台） ・砕石（４トンダンプ/台） ・砕石（４トンダンプ/台）

主な事業内容 ・山砂（４トンダンプ/台）75台 ・山砂（４トンダンプ/台） ・山砂（４トンダンプ/台） ・山砂（４トンダンプ/台）
・生コンクリート（３立米まで）15立米 ・生コンクリート（３立米まで） ・生コンクリート（３立米まで） ・生コンクリート（３立米まで）

（年次計画）
３ 市管理地の維持管理業務 ３ 市管理地の維持管理業務 ３ 市管理地の維持管理業務 ３ 市管理地の維持管理業務

Plan 1 ・市管理地の除草、伐採、構造物修繕 ・市管理地の除草、伐採、構造物修繕 ・市管理地の除草、伐採、構造物修繕 ・市管理地の除草、伐採、構造物修繕

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98.9% 99.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 28,420千円 市債 0千円 27,725千円 市債 0千円

その他 10,000千円 その他 10,000千円

一般財源 18,420千円 一般財源 17,725千円

職員数/人件費 正 0.52人 会計任 0人 3,826 千円 正 0.52人 会計任 0人 3,764 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

自治会が主体となり実施した生活道路等の維持管 土木工事等補助金は、自治会負担があるため、自 現状維持 ○ 財源
理について、維持補修原材料の支給や土木工事等補 治会基盤の強弱により制度の利用が二極化してきて
助金を交付した。 い

東

る。また、当補助金は

近

上限があるため、労務

江

や資 見直して継続 拡大

市

市の管理する土地に

総

ついて、近隣からの草

合

木繁茂 材単価の上昇に

計
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大
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完了 削減

う～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5352

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 管理課

り 関 係 法 令 東近江市土木工事等補助金交付要綱、東近江市土木工事等分担金条例 －

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫

事務事業名 法定外公共物等の管理について、自治会と協働で維持管理を行います。
関連計画

生活道路等環境整備事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 050000
算

款 項 目 080202

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 土木工事等補助金（道路）21自治会 １ 土木工事等補助金（道路） １ 土木工事等補助金（道路） １ 土木工事等補助金（道路）
・市有道路及び法定外公共物（里道）における自 ・市有道路及び法定外公共物（里道）における自 ・市有道路及び法定外公共物（里道）における自 ・市有道路及び法定外公共物（里道）における自
治会主体による改修工事又は改良工事 治会主体による改修工事又は改良工事 治会主体による改修工事又は改良工事 治会主体による改修工事又は改良工事

・市有道路及び法定外公共物（里道）における自 ・市有道路及び法定外公共物（里道）における自 ・市有道路及び法定外公共物（里道）における自 ・市有道路及び法定外公共物（里道）における自
治会主体による道路附帯物の設置又は更新 治会主体による道路附帯物の設置又は更新 治会主体による道路附帯物の設置又は更新 治会主体による道路附



主要河川の管理（しゅんせつ・除草）
・北部都市下水路、中野大川、筏川、向田川等 ・北部都市下水路、中野大川、筏川、向田川等 ・北部都市下水路、中野大川、筏川、向田川等 ・北部都市下水路、中野大川、筏川、向田川等
の維持管理 の維持管理 の維持管理 の維持管理

主な事業内容 ・市管理の吸込槽、調整池等の維持管理 ・市管理の吸込槽、調整池等の維持管理 ・市管理の吸込槽、調整池等の維持管理 ・市管理の吸込槽、調整池等の維持管理

（年次計画） ３ 河川施設維持管理 ３ 河川施設維持管理 ３ 河川施設維持管理 ３ 河川施設維持管理
・市管理の準用河川の改修工事 ・市管理の準用河川の改修工事 ・市管理の準用河川の改修工事 ・市管理の準用河川の改修工事

Plan 1 ・市管理の河川施設の維持補修 ・市管理の河川施設の維持補修 ・市管理の河川施設の維持補修 ・市管理の河川施設の維持補修
長峰南区河川等維持管理工事（南区）

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 210団体 205団体 206団体 207団体

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 20,418千円 県支出金 27,339千円

事業の財源 41,448千円 市債 0千円 47,834千円 市債 0千円

その他 760千円 その他 760千円

一般財源 20,270千円 一般財源 19,735千円

職員数/人件費 正 1.13人 会計任 0人 7,622 千円 正 1.33人 会計任 0人 8,357 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 204団体 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

河川愛護活動について、自治会の少子高齢化や加 引続き河川愛護活動事業の抜本的な見直しを県に 現状維持 ○ 財源
入率の減少により組織力が低下しており、活動の辞 対して要望する。
退が増加傾向にあるため、市は令和８年度滋賀県予 見直して継続 拡大
算編成に向けての政策提案として、更なる支援の充 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 実を提案した。 縮小 削減
主要な河川の維持管理を実施した。 事業統合 人員

Chec

東

k 3 市管理の河川

近

施設の工事及び修繕を

江

実施した。 手段見直

市

休止・廃止 拡大
現状 ○

総

完了 削減

合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 河川愛護活動取組団体数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 61

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 208団体 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 管理課

り 関 係 法 令 河川法 －

○ 施策 ：02河川・水路の管理 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫

事務事業名 身近な自然として、また市民生活の安全に寄与するため、主要河川の維持管理に努めます。また、
関連計画河川愛護等の市民活動を支援します。

河川維持管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 040000
算

款 項 目 080301

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 河川愛護活動の推進（一級、普通河川） １ 河川愛護活動の推進（一級、普通河川） １ 河川愛護活動の推進（一級、普通河川） １ 河川愛護活動の推進（一級、普通河川）
・除草・清掃活動 202自治会 ・除草・清掃活動 ・除草・清掃活動 ・除草・清掃活動
・一級河川の川ざらえ ２自治会 ・一級河川の川ざらえ ・一級河川の川ざらえ ・一級河川の川ざらえ
・竹木の伐採 ・竹木の伐採 ・竹木の伐採 ・竹木の伐採
・川ざらえのしゅんせつ土の処分支援 ・川ざらえのしゅんせつ土の処分支援 ・川ざらえのしゅんせつ土の処分支援 ・川ざらえのしゅんせつ土の処分支援

２ 主要河川の管理（しゅんせつ・除草） ２ 主要河川の管理（しゅんせつ・除草） ２ 主要河川の管理（しゅんせつ・除草） ２



や更新 会主体による水路附属物の設置や更新
・法定外公共物（普通河川・水路）のしゅんせつ ・法定外公共物（普通河川・水路）のしゅんせつ ・法定外公共物（普通河川・水路）のしゅんせつ ・法定外公共物（普通河川・水路）のしゅんせつ
（川ざらえ） （川ざらえ） （川ざらえ） （川ざらえ）

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 210団体 205団体 206団体 207団体

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 10,792千円 市債 0千円 14,000千円 市債 0千円

その他 10,000千円 その他 10,000千円

一般財源 792千円 一般財源 4,000千円

職員数/人件費 正 0.45人 会計任 0人 3,337 千円 正 0.45人 会計任 0人 3,270 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 204団体 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

自治会が主体となり実施した生活水路等の維持管 土木工事等補助金は、自治会負担があるため、自 現状維持 ○ 財源
理について、土木工事等補助金を交付した。 治会基盤の強弱により制度の利用が二極化してきて

いる。また、当補助金は上限があるため、労務や資 見直して継続 拡大
材単価の上昇により、施工延長で調整される自治会 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 が多く、整備が長期化する傾向にある。このような 縮小 削減
ことから、補助金制度の内容を適宜見直しながら運 事業統合 人員

Check 3 用する必要がある。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 河川愛護活動取組団体数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5356

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 208団体 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 管理課

り 関 係 法 令 東近江市土木工事等補助金交付要綱、東近江市土木工事等分担金徴収条例 －

○ 施策 ：02河川・水路の管理 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫

事務事業名 普通河川（法定外公共物）等の管理について、自治会と協働で維持管理を行います。
関連計画

水辺空間整備支援事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 030000
算

款 項 目 080301

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 土木工事等補助金（普通河川・水路）13自治会 １ 土木工事等補助金（普通河川・水路） １ 土木工事等補助金（普通河川・水路） １ 土木工事等補助金（普通河川・水路）
・法定外公共物（普通河川・水路）における自治 ・法定外公共物（普通河川・水路）における自治 ・法定外公共物（普通河川・水路）における自治 ・法定外公共物（普通河川・水路）における自治
会主体による改修工事又は改良工事 会主体による改修工事又は改良工事 会主体による改修工事又は改良工事 会主体による改修工事又は改良工事

・法定外公共物（普通河川・水路）における自治 ・法定外公共物（普通河川・水路）における自治 ・法定外公共物（普通河川・水路）における自治 ・法定外公共物（普通河川・水路）における自治
会主体による水路附属物の設置や更新 会主体による水路附属物の設置や更新 会主体による水路附属物の設置



視カメラ設置 ６ 河川監視カメラ設置 ６ 河川監視カメラ設置
（年次計画） ・累計９箇所

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 31.2% 31.2% 31.2% 31.2%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 3,549千円 市債 0千円 4,502千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 3,549千円 一般財源 4,502千円

職員数/人件費 正 4.81人 会計任 0人 31,560 千円 正 3.25人 会計任 0人 22,280 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 30.1% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

風水害の発生時に地域防災計画に基づく配備体制 気象庁において、防災気象情報の体系が整理され 現状維持 ○ 財源
を執り、河川や土砂災害の警戒に当たった。 令和８年度から運用されることから、防災部局と協
自治会からの要望に基づき、水防資材の支給や土 議しながら効果的に運用する。 見直して継続 拡大

のうステーションを配置し、地域の水防力の向上に 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 努めた。 縮小 削減

水防研修会を実施し、職員の能力向上を図った。 事業統合 人員
Check 3 計画に定める水防活動備品の棚卸しを実施し、有 手段見直

事に備えた。 休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 急傾斜地崩壊対策率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 62

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 31.2% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 管理課

り 関 係 法 令 水防法、洪水ハザードマップ 水防計画、東近江
市地域防災計画、

○ 施策 ：03砂防等の災害対策の推進 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫東近江市地域福祉

事務事業名 水防活動として、市民の生命と財産を災害から守るために、水防活動用重機や機械器具の借り上げ 計画
関連計画、土砂等の水防資材の支給を行います。

水防活動事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 010000
算

款 項 目 090104

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 水防活動に伴う資材調達 １ 水防活動に伴う資材調達 １ 水防活動に伴う資材調達 １ 水防活動に伴う資材調達

２ 水防活動用重機や機械器具の借上げ ２ 水防活動用重機や機械器具の借上げ ２ 水防活動用重機や機械器具の借上げ ２ 水防活動用重機や機械器具の借上げ

３ 水防用資材の自治会への支給 ３ 水防用資材の自治会への支給 ３ 水防用資材の自治会への支給 ３ 水防用資材の自治会への支給

４ 水防施設管理（堤、ゲート、堰等） ４ 水防施設管理（堤、ゲート、堰等） ４ 水防施設管理（堤、ゲート、堰等） ４ 水防施設管理（堤、ゲート、堰等）

５ 土のうステーションの設置 ５ 土のうステーションの設置 ５ 土のうステーションの設置 ５ 土のうステーションの設置
主な事業内容 ・新規１箇所 累計33箇所

６ 河川監視カメラ設置 ６ 河川監



千円 市債 0千円 51,500千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 5,699千円 一般財源 10,752千円

職員数/人件費 正 0.45人 会計任 0人 3,142 千円 正 0.5人 会計任 0人 3,369 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 30.1% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

令和５年度から継続して山上町急傾斜地崩壊対策 山上町急傾斜地崩壊対策工事（４工区）の実施で 現状維持 ○ 財源
工事（３工区）を実施した。対象箇所の地権者と協 事業進捗の後半を迎える。当初は全工程を２年から
議し、竣工後の維持管理における安全対策などを施 ３年と想定していたが、現行は全工程で５年から６ 見直して継続 拡大
工に反映した。 年を要する見込みである。事業財源として県補助金 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 を見込むことから、補助金の内示状況により事業進 縮小 削減
捗を調整しながら、早期の竣工に向けて取組む。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 急傾斜地崩壊対策率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 4223

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 31.2% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 管理課

り 関 係 法 令 急傾斜地法、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 －

○ 施策 ：03砂防等の災害対策の推進 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫

事務事業名 降雨等の自然災害による急傾斜地の地滑り防止や二次災害を防止し、安全で安心な市民生活の確保
関連計画を図るため、急傾斜地崩壊対策事業を進めます。また、土砂災害警戒区域の調査及び結果説明により

急傾斜地崩壊対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計、市民の安全を図ることを推進します。

大事業コード 010000
算

款 項 目 080304

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 急傾斜地崩壊危険区域等の適正な保全管理 １ 急傾斜地崩壊危険区域等の適正な保全管理 １ 急傾斜地崩壊危険区域等の適正な保全管理 １ 急傾斜地崩壊危険区域等の適正な保全管理

２ 急傾斜地崩壊対策事業 ２ 急傾斜地崩壊対策事業 ２ 急傾斜地崩壊対策事業 ２ 急傾斜地崩壊対策事業
・市事業 山上町（第３工区） ・市事業 山上町（第４工区） ・市事業 山上町（第５工区） ・市事業 山上町（第６工区）

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 31.2% 31.2% 31.2% 31.2%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 32,433千円 県支出金 40,748千円

事業の財源 38,132



8.8ha

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 27,131千円 県支出金 23,982千円

事業の財源 42,764千円 市債 0千円 36,416千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 15,633千円 一般財源 12,434千円

職員数/人件費 正 3.5人 会計任 1人 22,439 千円 正 3.05人 会計任 1人 21,789 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 7.00% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

１ 境界立会に不協力な土地所有者が所有する土地 １ 無反応所有者に対し、郵送による筆界案の確認 現状維持 ○ 財源
周辺において、筆界未定が発生している。 を活用し、筆界未定件数の削減を図る。

２ 過年度地区において、測量基準点が亡失してい ２ 東近江市地籍調査作業規定を遵守し、測量基準 見直して継続 拡大
る。 点の保全を図る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 ３ 公共事業予定地において、用地取得の円滑化を ３ 公共事業予定地での地籍調査を実施する。 縮小 削減
図るため、地籍調査を推進する必要がある。 ４ 国、協会が開催する研修会に参加し、最新の情 事業統合 人員

Check 3 ４ 毎年更新される地籍調査マニュアルに合致した 報収集を行う。 手段見直
調査を進める必要がある。 休止・廃止 拡大

現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 市街化区域の面積 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 214

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 1,531.5ha 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 管理課

まちづくり 関 係 法 令 国土調査法、国土調査法施行令 －

○ 施策 ：03計画的な土地利用の推進 市 条 例 等 作 成 者 安田 宣夫

事務事業名 自治会単位の地区ごとに、一筆ごとの土地について、所有者と境界等の調査及び地積に関する測量
関連計画を行います。

地籍調査事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計調査結果は地図及び簿冊に取りまとめ、登記所へ送付します。

土地境界を明確にすることで、土地トラブル防止、災害復旧の迅速化、土地取引及び公共事業の円 大事業コード 010000
滑化につなげます。 算

款 項 目 080405

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 地籍調査事業の実施（10地区） １ 地籍調査事業の実施（13地区程度） １ 地籍調査事業の実施（13地区程度） １ 地籍調査事業の実施（11地区程度）

２ 地籍調査事業の推進 ２ 地籍調査事業の推進 ２ 地籍調査事業の推進 ２ 地籍調査事業の推進
地籍調査を検討する自治会への出前講座開催 地籍調査を検討する自治会への出前講座開催 地籍調査を検討する自治会への出前講座開催 地籍調査を検討する自治会への出前講座開催

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

第２次総合計画における成果指標
「市街化区域内の未利用率」

指標の年度目標値 7.47% 1488.8ha 1488.8ha 148



会計任 0人 1,250 千円 正 0.2人 会計任 0人 1,585 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 44.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

道路陥没、倒木、路肩崩落等の不具合発生時には 資格取得により対応体制の強化を図ったが、災害 現状維持 ○ 財源
、迅速な対応が求められることから、土砂撤去や資 時や緊急時においても円滑な対応が行えるよう、継
材運搬等に必要となる重機操作資格を取得し、初動 続的な資格保有者の確保を行うとともに幅広い研修 見直して継続 拡大
対応体制の強化を図った。 の受講も必要である。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 道路整備計画路線の整備率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 81

○基本的政策：02道路・河川が整備されているまちづくり 指標の目標値 50.6% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 道路課

関 係 法 令 各協会・協議会規約 東近江市まち・ひ
と・しごと創生総

○ 施策 ：01地域内道路の整備 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司合戦略、東近江市

事務事業名 市内及び周辺市町との道路ネットワークの整備に対して負担金を支出し、日常生活における移動の 定住自立圏共生ビ
関連計画利便性の向上を図ります。 ジョン

地域内幹線道路整備促進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 030000
算

款 項 目 080201

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 協議会等負担金 １ 協議会等負担金 １ 協議会等負担金 １ 協議会等負担金
・滋賀県道路・都市計画協会負担金 ・滋賀県道路・都市計画協会負担金 ・滋賀県道路・都市計画協会負担金 ・滋賀県道路・都市計画協会負担金
・滋賀県用地対策連絡協議会負担金 ・滋賀県用地対策連絡協議会負担金 ・滋賀県用地対策連絡協議会負担金 ・滋賀県用地対策連絡協議会負担金
・研修負担金 ・研修負担金 ・研修負担金 ・研修負担金

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 45.6% 26.8% 32.9% 45.9%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 324千円 市債 0千円 495千円 市債 0千円

その他 15千円 その他 16千円

一般財源 309千円 一般財源 479千円

職員数/人件費 正 0.15人



45.6% 26.8% 32.9% 45.9%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 4,190千円 予算額 国庫支出金 3,300千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 50,875千円 市債 0千円 52,150千円 市債 0千円

その他 13,816千円 その他 15,000千円

一般財源 32,869千円 一般財源 33,850千円

職員数/人件費 正 1.34人 会計任 0.2人 9,587 千円 正 1.79人 会計任 0.1人 11,299 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 44.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

道路利用者の安全性向上を図るため、日常的な道 カーブミラーやガードレール、区画線など交通安 現状維持 ○ 財源
路パトロールや市職員等からの情報提供により、交 全施設の老朽化が年々進行している。緊急性のある
通安全施設の修繕を行った。 ものを除き、限られた予算で計画的な修繕等を進め 見直して継続 拡大
通学路の安全性確保のため、市道御園小学校線ほ る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 かでグリーンベルトや区画線の整備、イメージハン 歩行者や通学児童等の安全確保に向けて、関係部 縮小 削減
プなどを実施した。 局と連携しグリーンベルトや歩道などの整備を進め 事業統合 人員

Check 3 る。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 道路整備計画路線の整備率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 82

○基本的政策：02道路・河川が整備されているまちづくり 指標の目標値 50.6% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

関 係 法 令 道路交通法 東近江市交通安全
計画、東近江市ま

○ 施策 ：01地域内道路の整備 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司ち・ひと・しごと

事務事業名 交通事故を防止し、安全かつ円滑な交通環境を確保するため、カーブミラーやガードレール、標識 創生総合戦略、東
関連計画等の交通安全施設の設置や修繕を実施します。 近江市通学路交通

交通安全施設整備事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計安全プログラム

大事業コード 020000
算

款 項 目 080203

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 交通安全施設整備工事 １ 交通安全施設整備工事 １ 交通安全施設整備工事 １ 交通安全施設整備工事
・カーブミラー、ガードレール等の設置 ・カーブミラー、ガードレール等の設置 ・カーブミラー、ガードレール等の設置 ・カーブミラー、ガードレール等の設置

２ 交通安全整備工事 ２ 交通安全整備工事 ２ 交通安全整備工事 ２ 交通安全整備工事
・通学路整備 ・通学路整備 ・通学路整備 ・通学路整備

３ 交通安全施設の維持管理（修繕・通学路） ３ 交通安全施設の維持管理（修繕・通学路） ３ 交通安全施設の維持管理（修繕・通学路） ３ 交通安全施設の維持管理（修繕・通学路）

４ 通学路点検 ４ 通学路点検 ４ 通学路点検 ４ 通学路点検
主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値



部線（長勝寺工区） 市道能登川北部線（長勝寺工区）
市道能登川北部線（長勝寺工区） 市道八日市北部線（中小路・寺工区） 市道八日市北部線（中小路・寺工区）
市道八日市北部線（中小路・寺工区）

主な事業内容
２ 情報システム業務委託 ２ 情報システム業務委託 ２ 情報システム業務委託 ２ 情報システム業務委託

（年次計画） ・土木積算システムの運用経費 ・土木積算システムの運用経費 ・土木積算システムの運用経費 ・土木積算システムの運用経費

Plan 1 （繰越明許） （繰越明許）
・市道上中緑町小今線（今崎工区）15,223千円 ・市道上中緑町小今線（今崎工区） 16,888千円

（実績） ・市道妹・市ヶ原線 40,000千円
・市道川合工業団地線 13,500千円

Do 2 ・市道鈴宮川線 3,971千円
・市道山本本小路線 2,614千円

指標の年度目標値 45.6% 26.8% 32.9% 45.9%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 98,587千円 予算額 国庫支出金 33,880千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 297,036千円 市債 78,300千円 184,967千円 市債 24,900千円

その他 43,397千円 その他 39,437千円

一般財源 76,752千円 一般財源 86,750千円

職員数/人件費 正 5.53人 会計任 0.8人 35,597 千円 正 4.06人 会計任 0.34人 25,367 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 44.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

東近江市道路整備アクションプログラム2024に基 現在、施工中の路線について、事業投資効果を早 現状維持 財源 令和９年度以降
づき、計画的に道路整備を実施しており、市道桜川 期に発揮できるように工事の計画的な実施と次年度 東近江市道路整備アクションプログラム2024に基
石塔線の道路改良工事を完了した。 以降の予算確保に努める。 見直して継続 拡大 ○ づく道路整備に係る事業費及び人員の増
市道上中緑町小今線（今

東

崎工区）については、

近

令 （仮称）黒丸ＳＩ

江

Ｃとの関連性が深い市

市

道川合工 拡大 ○ 現状
事

総

務事業の改善内容 和1

合

0年度末の完了を目指

計

しており、近江鉄道の

画

踏切 業団地線の用地測

～

量に着手しているが、

ま

早期の事業 縮小 削減
新

ち

設、事業用地取得に向

づ

けた取組を進める必要

く

があ 完了に向け、地権

り

者との交渉を積極的に

の

進める。 事業統合 人員

森

Check 3 る。

を

手段見直

休止・廃止 拡

育

大 ○
現状

完了 削減

てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 道路整備計画路線の整備率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 195

○基本的政策：02道路・河川が整備されているまちづくり 指標の目標値 50.6% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

関 係 法 令 道路法 まち・ひと・しご
と創生総合戦略、

○ 施策 ：01地域内道路の整備 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司定住自立圏共生ビ

事務事業名 市民生活の基盤であり、地域経済の活性化に不可欠な道路整備について、事業の効率性を高めなが ジョン、国土強靱
関連計画ら、道路の新設改良事業を進めます。 化計画、交通安全

道路新設改良事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計計画、道路整備ア

クションプログラ 大事業コード 010000
ム、通学路交通安 算

款 項 目 080203全プログラム

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 道路新設改良事業 １ 道路新設改良事業 １ 道路新設改良事業 １ 道路新設改良事業
・用地買収及び改良工事 ・用地買収及び改良工事 ・用地買収及び改良工事 ・用地買収及び改良工事

市道上中緑町小今線（今崎工区） 市道上中緑町小今線（今崎工区） 市道上中緑町小今線（今崎工区） 市道上中緑町小今線（今崎工区）
市道妹・市ケ原線 市道鈴宮川線 市道妹・市ケ原線 市道妹・市ケ原線
市道桜川石塔線 市道能登川北部線（長勝寺工区） 市道鈴宮川線 市道鈴宮川線
市道川合工業団地線 市道川合工業団地線 市道川合工業団地線 市道川合工業団地線
市道鈴宮川線 市道能登川北



千円 県支出金 0千円

事業の財源 13,109千円 市債 0千円 50,199千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 13,109千円 一般財源 50,199千円

職員数/人件費 正 1.11人 会計任 0.08人 7,269 千円 正 2.1人 会計任 0.54人 14,478 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 44.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

新規路線である（都）尻無愛知川線（八日市金屋 （都）尻無愛知川線（八日市金屋工区）は、中心 現状維持 財源 令和９年度以降
工区）の事業認可に必要な都市計画審議会に諮った 市街地を形成する住宅密集地に新たな道路を整備す 東近江市道路整備アクションプログラム2024に掲
。事業用地について、住宅密集地であるため、用地 る事業であり、自治会や地権者の協力が不可欠であ 見直して継続 拡大 ○ 載されている（都）尻無愛知川線（八日市金屋工区
取得は期間を要することが予想されるが、中心市街 る。用地測量、用地取得を進めるに当たっては、地 拡大 ○ 現状 ）や（都）ＪＲ東口線の事業進捗を図ることによる

事務事業の改善内容 地活性化等に寄与する重要な路線であることから着 権者の街路事業に対する理解を深める必要がある。 縮小 削減 事業費及び人員の増
実に事業を進めていく。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大 ○
現状

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 道路整備計画路線の整備率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 435

○基本的政策：02道路・河川が整備されているまちづくり 指標の目標値 50.6% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

関 係 法 令 都市計画法 まち・ひと・しご
と創生総合戦略、

○ 施策 ：01地域内道路の整備 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司定住自立圏共生ビ

事務事業名 市街地内の都市計画道路の整備を行い、円滑な交通体制の構築と市街地の活性化を図ります。 ジョン、国土強靱
関連計画 化計画、交通安全

街路事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計計画、立地適正化

計画、道路整備ア 大事業コード 020000
クションプログラ 算

款 項 目 080403ムほか

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 都市計画道路整備 １ 都市計画道路整備 １ 都市計画道路整備 １ 都市計画道路整備
・尻無愛知川線（八日市金屋工区） ・尻無愛知川線（八日市金屋工区） ・尻無愛知川線（八日市金屋工区） ・尻無愛知川線（八日市金屋工区）

事業認可協議 事業認可協議 事業認可手続 用地買収
用地測量 用地買収 用地買収 建物等調査
建物等調査 用地測量 建物等調査 工事

建物等調査 ・ＪＲ東口線 ・ＪＲ東口線
詳細設計 詳細設計

（繰越明許）
・尻無愛知川線(八日市金屋工区) 7,500千円

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 45.6% 26.8% 32.9% 45.9%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0



県支出金 792千円 県支出金 1,000千円

事業の財源 148,628千円 市債 0千円 147,235千円 市債 0千円

その他 40,078千円 その他 40,000千円

一般財源 107,758千円 一般財源 106,235千円

職員数/人件費 正 4.58人 会計任 0.55人 30,562 千円 正 3.74人 会計任 0.5人 26,008 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

道路舗装や付帯施設の老朽化が進んでいる。担当 道路施設に起因する事故等が発生しないように、 現状維持 ○ 財源
職員による道路パトロールに加えて、市職員による 道路パトロール、市職員による情報提供等に対して
不良箇所の情報提供を依頼し、施設の適切な維持管 限られた人員の中で迅速な対応に努める。 見直して継続 拡大
理に努めた。また、毎年多くの自治会から施設修繕 維持補修工事について、適切な予算確保に努める 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 の要望が寄せられている。限られた予算であり、状 と共に、最適な工法や材料の選定、早期発注など限 縮小 削減
況に応じた適切な対応が難しくなっている。 られた予算内で効率的な事業進捗を図る。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 390

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

り 関 係 法 令 道路法、東近江市道路等の維持管理補修用原材料支給基準 －

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司

事務事業名 安全で快適で使いやすい市内道路ネットワークを維持するため、定期的なパトロールにより破損箇
関連計画所の早期発見や適正な維持管理を行うことにより、道路の機能維持に努めます。

道路維持管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 030000
算

款 項 目 080202

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 道路の安全性確保・維持管理 １ 道路の安全性確保・維持管理 １ 道路の安全性確保・維持管理 １ 道路の安全性確保・維持管理
・道路パトロール、緊急修繕の実施 ・道路パトロール、緊急修繕の実施 ・道路パトロール、緊急修繕の実施 ・道路パトロール、緊急修繕の実施

２ 市道維持補修工事及び測量設計 ２ 市道維持補修工事及び測量設計 ２ 市道維持補修工事及び測量設計
・自治会要望等に基づく維持補修工事 ・自治会要望等に基づく維持補修工事 ・自治会要望等に基づく維持補修工事 ２ 市道維持補修工事及び測量設計

・自治会要望等に基づく維持補修工事

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98.9% 99.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円



２ 蒲生野歴史街道運営協議会 ２ 蒲生野歴史街道運営協議会
主な事業内容 ・会務運営 ・会務運営 ・会務運営 ・会務運営

・雪野山トンネル等の維持管理 ・雪野山トンネル等の維持管理 ・雪野山トンネル等の維持管理 ・雪野山トンネル等の維持管理
（年次計画）

３ トンネル修繕工事 ３ トンネル修繕工事
Plan 1 ・雪野山トンネル通報装置修繕工事 ・きぬがさ山トンネル通報装置修繕工事

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98.9% 99.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 10,531千円 市債 0千円 11,550千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 10,531千円 一般財源 11,550千円

職員数/人件費 正 0.85人 会計任 0.05人 6,097 千円 正 0.65人 会計任 0.1人 4,493 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

道路関連施設（道の駅あいとうマーガレットステ 道路関連施設の維持管理は、地域振興事業団やシ 現状維持 財源 令和９年度以降
ーション屋外トイレ及び駐車場、八日市駅及び能登 ルバー人材センターに委託し、施設を快適に利用で 雪野山トンネル及びきぬがさ山トンネルの非常用
川駅周辺、雪野山トンネル等）の維持管理を行った きるように適正な維持管理を行う。 見直して継続 拡大 ○ 警報装置が故障しており、更新時には、多額の費用
。 雪野山トンネル及びきぬがさ山トンネルの非常用 拡大 ○ 現状 が発生することによる事業費の増

事務事業の改善内容 雪野山トンネル及びきぬがさ山トンネルの非常用 通報装置更新に向けて、財源の確保に努める必要が 縮小 削減
通報装置が故障しており、更新費用が高額であるた ある。 事業統合 人員

Check 3 め、附帯設備の更新について、重点配分による交付 手段見直
金となるよう国に働きかけている。 休止・廃止 拡大 ○

現状

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり ○ 新規 ソフト 事務事業コード 5349

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

り 関 係 法 令 道路法、東近江市能登川駅自由通路及び駅口広場条例 －

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司

事務事業名 道路関連施設の安全と快適性を確保するため、適正に管理します。
関連計画

道路関連施設維持管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 040000
算

款 項 目 080202

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 道路関連施設の維持管理 １ 道路関連施設の維持管理 １ 道路関連施設の維持管理 １ 道路関連施設の維持管理
・八日市駅前広場維持管理 ・八日市駅前広場維持管理 ・八日市駅前広場維持管理 ・八日市駅前広場維持管理
・能登川駅周辺公共施設維持管理 ・能登川駅周辺公共施設維持管理 ・能登川駅周辺公共施設維持管理 ・能登川駅周辺公共施設維持管理
・きぬがさ山トンネル維持管理 ・きぬがさ山トンネル維持管理 ・きぬがさ山トンネル維持管理 ・きぬがさ山トンネル維持管理
・道の駅あいとうマーガレットステーション ・道の駅あいとうマーガレットステーション ・道の駅あいとうマーガレットステーション ・道の駅あいとうマーガレットステーション
トイレ及び駐車場維持管理 トイレ及び駐車場維持管理 トイレ及び駐車場維持管理 トイレ及び駐車場維持管理

２ 蒲生野歴史街道運営協議会 ２ 蒲生野歴史街道運営協議会



入補助 ・除雪機械購入補助
・除雪車購入（市所有） ・除雪車購入（市所有） ・除雪車購入（市所有）

主な事業内容
２ 融雪剤の設置及び散布 ２ 融雪剤の設置及び散布 ２ 融雪剤の設置及び散布 ２ 融雪剤の設置及び散布

（年次計画） ・融雪剤散布車(１台)借上げ ・融雪剤散布車(１台)借上げ ・融雪剤散布車(１台)借上げ ・融雪剤散布車(１台)借上げ

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98.9% 99.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 86,838千円 市債 12,700千円 53,365千円 市債 8,800千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 74,138千円 一般財源 44,565千円

職員数/人件費 正 3.13人 会計任 0.15人 22,262 千円 正 3.01人 会計任 0.1人 21,107 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

建設業界の担い手減少に伴い、除雪協力業者の確 現在の除雪路線の維持に向けて、新たな除雪協力 現状維持 ○ 財源
保が困難な中、昨年度と同様に40社の協力業者を確 業者の発掘と除雪重機の確保に努める。
保した。また、除雪協力業者の除雪車の保有が難し 市で対応が困難な生活道路の除雪について、自治 見直して継続 拡大
くなっており、除雪機械の安定確保のするため、市 会の協力が得られるように除雪機械購入補助、融雪 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 が除雪車の購入を行った。 剤の活用促進を行う。 縮小 削減
自治会への除雪機購入補助金交付事業では５自治 事業統合 人員

Check 3 会（計５台）への補助金交付を行った。 手段見直
引き続き、除雪に対して自治会の協力が得られる 休止・廃止 拡大

ように除雪機械購入補助を継続する必要がある。 現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり ○ 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6022

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 継続 ハード 担 当 課 名 道路課

り 関 係 法 令 道路法、東近江市除雪機械購入補助金交付要綱 －

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司

事務事業名 市民の日常生活の支援や経済流通の停滞を防止し、円滑な交通を確保するため、主要幹線道路等の
関連計画迅速かつ適正な除雪や凍結防止を行います。

雪寒対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 060000
算

款 項 目 080202

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 除雪業務 １ 除雪業務 １ 除雪業務 １ 除雪業務
・12月１日～３月20日 ・12月１日～３月20日 ・12月１日～３月20日 ・12月１日～３月20日
・自治会に委託 君ヶ畑町 ・自治会に委託 君ヶ畑町 ・自治会に委託 君ヶ畑町 ・自治会に委託 君ヶ畑町
・その他 業者委託 ・その他 業者委託 ・その他 業者委託 ・その他 業者委託
・積雪巡回委託（永源寺、愛東） ・積雪巡回委託（永源寺、愛東） ・積雪巡回委託（永源寺、愛東） ・積雪巡回委託（永源寺、愛東）
・除雪車維持管理 永源寺、君ヶ畑町 ・除雪車維持管理 永源寺、君ヶ畑町 ・除雪車維持管理 永源寺、君ヶ畑町 ・除雪車維持管理 永源寺、君ヶ畑町
・除雪車(７台)借上げ ・除雪車(７台)借上げ ・除雪車(７台)借上げ ・除雪車(７台)借上げ
・除雪機械購入補助 ・除雪機械購入補助 ・除雪機械購



2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

主要な市道に対して舗装面の劣化状況を把握した 舗装修繕計画に基づき修繕を実施するに当たり、 現状維持 ○ 財源
舗装修繕計画に基づき、修繕を進める。国の交付金 現場条件に適した工法を採用し、限られた予算で効
を財源とするが、交付率が低いため財源確保に課題 率的・効果的な修繕を進めるとともに補正予算も含 見直して継続 拡大
である。 めた交付金等の積極的な確保に努める。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり ○ 新規 ソフト 事務事業コード 6058

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

り 関 係 法 令 道路法 東近江市トンネル
長寿命化修繕計画

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司

事務事業名 道路の安全と快適性を確保するため、定期的な点検を行い修繕が必要な箇所について計画的に施工
関連計画します。

道路長寿命化対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 010000
算

款 項 目 080202

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 道路長寿命化対策事業 １ 道路長寿命化対策事業 １ 道路長寿命化対策事業 １ 道路長寿命化対策事業
・舗装修繕工事 ・舗装修繕工事 ・舗装修繕工事 ・舗装修繕工事
・トンネル法定点検

（繰越明許）
・市道曽根・小田苅線 23,000千円
・市道能登川北部線 13,000千円
・市道学校横山線 34,000千円

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98.9% 99.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 35,028千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 72,210千円 市債 32,700千円 0千円 市債 0千円

その他 857千円 その他 0千円

一般財源 3,625千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 0.47人 会計任 0人 3,340 千円 正 0.8人 会計任 0人 5,257 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do



.9% 99.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 26,022千円 予算額 国庫支出金 9,290千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 72,094千円 市債 0千円 217,900千円 市債 0千円

その他 4,360千円 その他 125,100千円

一般財源 41,712千円 一般財源 83,510千円

職員数/人件費 正 1.07人 会計任 0人 6,805 千円 正 1.2人 会計任 0人 7,811 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.8% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

橋梁点検は年次計画に基づき毎年実施しており、 橋梁の老朽化が著しく進行している。新たな橋梁 現状維持 ○ 財源
令和７年度は147橋（委託124橋、直営23橋）を実施 長寿命化修繕計画に基づき、予算の平準化を図りな
した。 がら計画的な修繕を図る。 見直して継続 拡大
橋梁の長寿命化を図るため、橋梁長寿命化修繕計 職員の技術力向上と委託経費削減のため、３ｍ未 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 画に基づき１橋の修繕を実施した。また、修繕工事 満の橋梁を直営で点検している。担当職員は必要な 縮小 削減
に向けた設計業務を１橋実施した。 研修受講による技術力習得と職場内での技術継承を 事業統合 人員

Check 3 橋梁長寿命化修繕計画に基づく修繕を行うには財 図る。 手段見直
源確保が課題である。 休止・廃止 拡大

現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 橋梁の適切な管理率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 7897

○基本的政策：03道路・橋梁・河川が適切に維持管理されているまちづく 指標の目標値 99.1% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 道路課

り 関 係 法 令 道路法 東近江市橋梁長寿
命化修繕計画、東

○ 施策 ：01道路の安全と快適性の確保 市 条 例 等 作 成 者 中江 健司近江市国土強靱化

事務事業名 橋梁の長寿命化修繕計画に基づき、計画的な修繕をします。 計画
関連計画道路維持修繕に伴う道路法施行規則の一部改正に基づき、橋梁の定期的な点検を行います。

橋梁長寿命化対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 020000
算

款 項 目 080202

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 橋梁長寿命化対策事業 １ 橋梁長寿命化対策事業 １ 橋梁長寿命化対策事業 １ 橋梁長寿命化対策事業
・橋梁点検業務（委託、直営） ・橋梁点検業務（委託、直営） ・橋梁点検業務（委託、直営） ・橋梁点検業務（委託、直営）
・名神跨道橋点検業務（備前橋ほか２橋） ・きぬがさ跨線橋点検業務

２ 橋梁長寿命化修繕計画事業 ２ 橋梁長寿命化修繕計画事業 ２ 橋梁長寿命化修繕計画事業 ２ 橋梁長寿命化修繕計画事業
・橋梁長寿命化修繕工事 ・愛知橋修繕工事 ・橋梁長寿命化修繕工事 ・橋梁長寿命化修繕工事
・橋梁長寿命化修繕設計委託 ・橋梁長寿命化修繕設計委託 ・橋梁長寿命化修繕設計委託

（繰越明許）
・橋梁点検業務 14,100千円

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 98.1% 98.8% 98



修事業補助
（割増事業） （割増事業） （割増事業） （割増事業）
・主要道路沿耐震改修割増 ０件 ・主要道路沿耐震改修割増 ・主要道路沿耐震改修割増 ・主要道路沿耐震改修割増
・高齢者世帯耐震改修割増 ０件 ・高齢者世帯耐震改修割増 ・高齢者世帯耐震改修割増 ・高齢者世帯耐震改修割増

主な事業内容 ・子育て世帯耐震改修割増 １件 ・子育て世帯耐震改修割増 ・子育て世帯耐震改修割増 ・子育て世帯耐震改修割増
・避難経路ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化耐震改修割増 ０件 ・避難経路ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化耐震改修割増 ・避難経路ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化耐震改修割増 ・避難経路ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化耐震改修割増

（年次計画） ・市内事業者耐震改修割増 ０件 ・市内事業者耐震改修割増 ・市内事業者耐震改修割増 ・市内事業者耐震改修割増
			

Plan 1 ４ 耐震セミナー等、木造住宅の耐震化促進のため ４ びわこ材利用耐震改修モデル事業補助	 ４ びわこ材利用耐震改修モデル事業補助	 ４ びわこ材利用耐震改修モデル事業補助	
の広報活動の実施 			 			 			

（実績） ・市総合防災訓練において啓発コーナー（有人 ５ 耐震セミナー等、木造住宅の耐震化促進のため ５ 耐震セミナー等、木造住宅の耐震化促進のため ５ 耐震セミナー等、木造住宅の耐震化促進のため
ブース）設置 の広報活動の実施 の広報活動の実施 の広報活動の実施

Do 2 ・県、他市町共催で木造住宅耐震化啓発セミナー
を実施

指標の年度目標値 95% 95% 95% 95%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 1,595千円 予算額 国庫支出金 3,575千円

県支出金 822千円 県支出金 2,137千円

事業の財源 3,383千円 市債 0千円 8,378千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 966千円 一般財源 2,666千円

職員数/人件費 正 1.25人 会計任 0人 8,018 千円 正 1.3人 会計任 0人 7,121 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 88.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)

東

の配分 事業の方向性と

近

資源の配分の内容

地

江

震に対する木造住宅の

市

耐震化を向上させるた

総

め 木造住宅の耐震化

合

を図るため、引き続き

計

耐震診断 現状維持 ○ 財

画

源 			
、無料耐震診

～

断及び耐震改修補助を

ま

実施するととも 、耐震

ち

改修を推進するととも

づ

に、耐震化率の向上に

く

に、市ホームページ

り

等を活用した周知、市

の

総合防災 つながる手法

森

の検討を行う。 見直し

を

て継続 拡大
訓練におけ

育

る耐震啓発コーナーの

て

設置、県及び他市 耐

よ

震改修について、国が

う

進める高齢者向け耐震

～

改 拡大 現状 ○
事務事業

■

の改善内容 町共催の啓

令

発セミナーの実施、過

和

去の耐震診断実施 修利

0

子補給制度（リ・バー

8

ス60）を実施する。

年

縮小 削減
者へ改修を促

度

す文書の送付等啓発に努めた。 市ホームペ

実

ージや広報紙をはじめ

施

、LINEによる情 事

計

業統合 人員
Check

画

3 耐震診断及び補

／

強案作成について、1

◆

5件を実施し 報提供や

令

市総合防災訓練におい

和

て耐震啓発コーナー 手

0

段見直
た。 を設置する

7

など引き続き啓発活動

年

を実施する。 休止・廃

度

止 拡大
耐震改修について、国、県に合わせ

事

て補助上限額 現状 ○
の

務

見直しを行ったが、改

事

修実施に至る件数は、

業

未だ 完了 削減
低い状態

評

である。

価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 住宅の耐震化率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6090

○基本的政策：05住まいの安全性が確保されているまちづくり 指標の目標値 95.0% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 住宅課

関 係 法 令 建築物の耐震改修の促進に関する法律 東近江市既存建築
物耐震改修促進計

○ 施策 ：01耐震化の推進 市 条 例 等 作 成 者 吉村 孝文画、東近江市国土

事務事業名 昭和56年５月以前の旧耐震基準木造住宅について、地震に対する安全性を確認するため、国、県、 強靱化計画
関連計画市で費用負担し、市民等に負担を求めることなく耐震診断員を派遣し、耐震診断を実施します。

木造住宅地震対策推進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計診断の結果、一定の耐震性能が不足していることが判明し、補強が必要とされた住宅について、市

民等が実施する耐震補強工事に要する費用に対して助成します。 大事業コード 080000
算

款 項 目 080601

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 木造住宅耐震診断員派遣事業 15件 １ 木造住宅耐震診断員派遣事業 １ 木造住宅耐震診断員派遣事業 １ 木造住宅耐震診断員派遣事業
・無料耐震診断の実施 ・無料耐震診断の実施 ・無料耐震診断の実施 ・無料耐震診断の実施

				 				 				 				
２ 木造住宅耐震補強案作成事業 15件 ２ 木造住宅耐震補強案作成事業 ２ 木造住宅耐震補強案作成事業 ２ 木造住宅耐震補強案作成事業
				 				 				 				
３ 木造住宅耐震改修事業補助 １件 ３ 木造住宅耐震改修事業補助 ３ 木造住宅耐震改修事業補助 ３ 木造住宅耐震改



2% 66.5%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 150千円 県支出金 137千円

事業の財源 242千円 市債 0千円 253千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 92千円 一般財源 116千円

職員数/人件費 正 0.8人 会計任 0人 5,519 千円 正 0.8人 会計任 0人 5,252 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 47.2% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

未償還となっている貸付金徴収事務について、令 未償還となっている貸付金の徴収事務について、 現状維持 ○ 財源
和４年度に整理した債権整理のアプローチの実施に 債権整理のアプローチの実施に引き続き取り組む。
取り組んだ。 見直して継続 拡大

拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 縮小 削減

事業統合 人員
Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 長寿命化計画に基づく市営住宅の改善率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 23

○基本的政策：08快適な居住環境が整っているまちづくり 指標の目標値 72.9% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 住宅課

関 係 法 令 八日市市住宅新築資金等貸付条例の失効に伴う経過措置を定める条例、八日市市持家住宅建設資金 －
貸付条例の失効に伴う経過措置を定める条例、蒲生町住宅新築資金等貸付条例の失効に伴う経過措置

○ 施策 ：01市営住宅の計画的な整備 市 条 例 等 作 成 者 吉村 孝文を定める条例

事務事業名 住宅新築貸付金等貸付事業で貸付けられた資金について、償還金徴収及び市債の償還を行います。
関連計画

住宅新築資金等貸付金償還事務 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 030000
算

款 項 目 080601

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 住宅新築資金等貸付金の償還 １ 住宅新築資金等貸付金の償還 １ 住宅新築資金等貸付金の償還 １ 住宅新築資金等貸付金の償還
・各貸付金滞納繰越分の償還 ・各貸付金滞納繰越分の償還 ・各貸付金滞納繰越分の償還 ・各貸付金滞納繰越分の償還
・滞納金の督促及び催促等徴収の強化 ・滞納金の督促及び催促等徴収の強化 ・滞納金の督促及び催促等徴収の強化 ・滞納金の督促及び催促等徴収の強化
・適正な債権管理の実施 ・適正な債権管理の実施 ・適正な債権管理の実施 ・適正な債権管理の実施

貸付金未償還額 86,189,652円
累積償還率 97.2％

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 67.3% 59.6% 60.



期募集の実施
（６月、９月、12月、３月）

主な事業内容 ・住宅使用料等の徴収
収納率 現年度 95.7％

（年次計画） 過年度 7.7％

Plan 1 ２ 市営住宅の維持管理 ２ 市営住宅の維持管理 ２ 市営住宅の維持管理 ２ 市営住宅の維持管理
・住宅及び施設の修繕、保守管理 ・住宅及び施設の修繕、保守管理 ・住宅及び施設の修繕、保守管理 ・住宅及び施設の修繕、保守管理

（実績）
３ 債権等管理マニュアルに基づく債権の適正管理 ３ 債権等管理マニュアルに基づく債権の適正管理 ３ 債権等管理マニュアルに基づく債権の適正管理 ３ 債権等管理マニュアルに基づく債権の適正管理

Do 2

指標の年度目標値 67.3% 59.6% 60.2% 66.5%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 1,198千円 予算額 国庫支出金 1,318千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 32,154千円 市債 0千円 41,355千円 市債 0千円

その他 30,956千円 その他 39,987千円

一般財源 0千円 一般財源 50千円

職員数/人件費 正 1.95人 会計任 0人 11,897 千円 正 1.98人 会計任 0人 11,533 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 47.2% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

公営住宅等長寿命化計画に基づいた維持管理に努 公営住宅等長寿命化計画に基づき、居住の安全確 現状維持 財源 令和９年度以降
めた。交換時期が到来した火災警報器を順次取替え 保と維持管理のコスト縮減を図り、引き続き市営住 照明器具改修の完了に伴う事業費の減
、居住の安全確保に努めた。引き続き、交換時期が 宅の維持管理に努める。また、蛍光灯の生産終了に 見直して継続 拡大
到来するものについて交換を行う。 対する対応として、ＬＥＤ化を進める。 拡大 現状

事務事業の改善内容 受水槽管理、エレベーター点検等を行い適切な維 徴収業務については、引き続き、コンビニ収納を 縮小 ○ 削減 ○
持管理に努めた。 促進しながら滞納者の収

東

納率向上を図る。 事業

近

統合 人員
Check

江

3 コンビニ収納につ

市

いて、収納率は安定し

総

て高い値 手段見直
を推

合

移している。 休止・廃

計

止 拡大
現状 ○

完了 削減

画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 長寿命化計画に基づく市営住宅の改善率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 310

○基本的政策：08快適な居住環境が整っているまちづくり 指標の目標値 72.9% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 住宅課

関 係 法 令 公営住宅法、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、東近江市営住宅条例、地方自治法 東近江市地域住宅
計画、東近江市公

○ 施策 ：01市営住宅の計画的な整備 市 条 例 等 作 成 者 吉村 孝文営住宅等長寿命化

事務事業名 市民生活の安定、社会福祉の増進及び良好な賃貸住宅の供給促進に資するため、市営住宅等の管理 計画、東近江市地
関連計画を実施します。 域福祉計画、東近

市営住宅管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計江市国土強靱化計

画、東近江市まち 大事業コード 020000
・ひと・しごと創 算

款 項 目 080601生総合戦略

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 市営住宅の運営及び入居者管理 １ 市営住宅の運営及び入居者管理 １ 市営住宅の運営及び入居者管理 １ 市営住宅の運営及び入居者管理
・市営住宅管理戸数（20団地 585戸） ・年４回の入居者定期募集の実施 ・年４回の入居者定期募集の実施 ・年４回の入居者定期募集の実施

市営住宅 557戸 （６月、９月、12月、３月） （６月、９月、12月、３月） （６月、９月、12月、３月）
特定公共賃貸住宅 １戸 ・住宅使用料等の徴収 ・住宅使用料等の徴収 ・住宅使用料等の徴収
準特定優良賃貸住宅（公営型） 17戸
民間借上型 10戸
改良住宅 ４戸

・年４回の入居者定



止予定団地の登記業務 ３ 用途廃止予定団地の登記業務 ３ 用途廃止予定団地の登記業務
（年次計画）

４ 用途廃止予定団地入居者の住替移転 ４ 用途廃止予定団地入居者の住替移転 ４ 用途廃止予定団地入居者の住替移転 ４ 用途廃止予定団地入居者の住替移転
Plan 1 ・今堀団地 ３件

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 67.3% 59.6% 60.2% 66.5%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 37,946千円 予算額 国庫支出金 15,590千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 151,796千円 市債 105,000千円 42,880千円 市債 25,100千円

その他 7,840千円 その他 0千円

一般財源 1,010千円 一般財源 2,190千円

職員数/人件費 正 1.35人 会計任 0人 9,315 千円 正 1.4人 会計任 0人 9,067 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 47.2% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

市営ひばり丘団地大規模改修（第４期）工事で７ 市営平田駅前団地大規模改修（第１期）工事を計 現状維持 ○ 財源
号棟の屋根、外壁等改修、４、５号棟前駐車場舗装 画に基づき実施する。
改修、受水槽改修を実施した。 用途廃止予定団地の住替移転を、引き続き進める 見直して継続 拡大
耐用年数が経過している今堀団地の入居者移転交 。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 渉を進め、解体及び用途廃止へ向けた取組を行った 縮小 削減
。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 長寿命化計画に基づく市営住宅の改善率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 4606

○基本的政策：08快適な居住環境が整っているまちづくり 指標の目標値 72.9% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 住宅課

関 係 法 令 公営住宅法、東近江市営住宅条例、地方自治法 東近江市地域住宅
計画、東近江市公

○ 施策 ：01市営住宅の計画的な整備 市 条 例 等 作 成 者 吉村 孝文営住宅等長寿命化

事務事業名 市営住宅の改築工事、大規模修繕を計画的に行い住宅の環境改善を図ります。 計画、東近江市地
関連計画 域福祉計画、東近

市営住宅整備事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計江市国土強靱化計

画、東近江市まち 大事業コード 010000
・ひと・しごと創 算

款 項 目 080602生総合戦略

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 市営ひばり丘団地大規模改修（第４期）工事 １ 市営平田駅前団地改修工事 １ 市営平田駅前団地改修工事 １ 市営簗瀬団地改修工事
・屋根、外壁等改修工事（７号棟、集会所）、駐 ・屋根、外壁等改修工事 ・屋根、外壁等改修工事 ・屋根、外壁等改修工事
車場舗装改修工事（４、５号棟前）、受水槽改
修工事
改修工事（建築工事） 98,340,000円
改修工事（機械設備工事） 48,441,800円
工事監理 1,738,000円

市営平田駅前団地大規模改修工事設計
実施設計 2,002,000円 ２ 用途廃止予定団地の解体工事 ２ 用途廃止予定団地の解体工事 ２ 用途廃止予定団地の解体工事

主な事業内容
３ 用途廃



取得事業 ・Ｕターン者住宅取得事業

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 400棟 310棟 310棟 310棟

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 2,400千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 35,420千円 市債 0千円 30,490千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 35,420千円 一般財源 28,090千円

職員数/人件費 正 1.35人 会計任 0.75人 11,404 千円 正 1.4人 会計任 0.75人 10,507 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 326棟 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

定住移住促進策として、住まいる事業補助金を実 当事業は、移住人口の増加や市民の定住に効果が 現状維持 ○ 財源
施した。 あることから、令和８年度においても事業を継続す
令和７年度の事業成果として、市民向け事業は、 る。 見直して継続 拡大

76世帯262人（市民子育て住宅取得）及び118世帯（ 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 住宅リフォーム）の定住に寄与した。移住者向け事 縮小 削減

業は、転入者26世帯78人（Ｕターン者住宅取得）の 事業統合 人員
Check 3 移住に寄与した。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 新築戸建住宅数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6093

○基本的政策：08快適な居住環境が整っているまちづくり 指標の目標値 310棟 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 住宅課

関 係 法 令 ― 東近江市まち・ひ
と・しごと創生総

○ 施策 ：02住宅整備の促進 市 条 例 等 作 成 者 吉村 孝文合戦略、東近江市

事務事業名 人口減少に対応するため、地域の新たな担い手としての都市部等からの移住を促進します。 中心市街地活性化
関連計画 基本計画

定住移住・子育て促進住宅取得事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 070000
算

款 項 目 080601

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 定住移住推進 １ 定住移住推進 １ 定住移住推進 １ 定住移住推進
・定住移住・子育て促進住宅取得事業 ・定住移住・子育て促進住宅取得事業 ・定住移住・子育て促進住宅取得事業 ・定住移住・子育て促進住宅取得事業
（住まいる事業） （住まいる事業） （住まいる事業） （住まいる事業）
【市民向け】 【市民向け】 【市民向け】 【市民向け】
・市民子育て住宅取得事業 76件 ・市民子育て住宅取得事業 ・市民子育て住宅取得事業 ・市民子育て住宅取得事業
・市民定住住宅リフォーム事業 118件 ・市民定住住宅リフォーム事業 ・市民定住住宅リフォーム事業 ・市民定住住宅リフォーム事業
【移住者向け】 【移住者向け】 【移住者向け】 【移住者向け】
・Ｕターン者住宅取得事業 26件 ・Ｕターン者住宅取得事業 ・Ｕターン者住宅



進協議会 	 ４ 空家等対策推進協議会 	 ４ 空家等対策推進協議会 	
（内２回書面開催）

５ 空家等対策補助の実施 ５ 空家等対策補助の実施 ５ 空家等対策補助の実施 ５ 空家等対策補助の実施
主な事業内容 ・活用３件、除去19件 	 	 	

６ 特定空家等に対する措置の実施 ６ 特定空家等に対する措置の実施 ６ 特定空家等に対する措置の実施 ６ 特定空家等に対する措置の実施
（年次計画） ・新たに特定空家等に認定した件数 ９件

・特定空家等が解体、除去された件数 10件
Plan 1 ７ 空家等総合相談業務委託 ７ 空家等総合相談業務委託 ７ 空家等総合相談業務委託 ７ 空家等総合相談業務委託

・所有者等相談件数 85件
（実績） ・活用希望者相談件数 28件

・所有者登録件数 30件
Do 2 ・活用希望者登録件数 10件

・成約件数 27件
８ 空家等データベースの管理		 ８ 空家等データベースの管理		 ８ 空家等データベースの管理		 ８ 空家等データベースの管理		
９ 第２次空家対策計画に基づく事業の実施 ９ 第３次空家対策計画に基づく事業の実施 ９ 第３次空家対策計画に基づく事業の実施 ９ 第３次空家対策計画に基づく事業の実施
10 第３次空家対策計画の策定

指標の年度目標値 80.0% 80.0% 80.0% 80.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 21,723千円 予算額 国庫支出金 22,959千円

県支出金 1,000千円 県支出金 0千円

事業の財源 56,497千円 市債 0千円 58,099千円 市債 0千円

その他 10,233千円 その他 10,000千円

一般財源 23,541千円 一般財源 25,140千円

職員数/人件費 正 3.09人 会計任 1.5人 24,269 千円 正 3.4人 会計任 1.75人 28,236 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 73.5% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

特定空家等を９件認定し、10件が除却された。特 第３次空家対策計画に

東

基づき、空家等対策を

近

推進 現状維持 ○ 財源
に

江

、長年の課題であった

市

相続人数が膨大な特定

総

空家 する。
等について

合

も、各人への指導を重

計

ね権利を集約の上 ①所

画

有者不存在空家等に関

～

する流通促進事業を進

ま

め 見直して継続 拡大
、

ち

解体に至った。また、

づ

築40年超の空家等の

く

解体補 る。 拡大 現状 ○

り

事務事業の改善内容 助

の

制度を実施し、14件

森

の空家等を自主解体へ

を

誘導で ②改善されない

育

特定空家等については

て

、財産管理人 縮小 削減

よ

きた。また、第３次空

う

家対策計画を策定した

～

。 制度による解決を図

■

り代執行を行うことに

令

ついては 事業統合 人員

和

Check 3 他方

0

、指導等を行っても対

8

応されない管理意識の

年

最大限慎重に検討する

度

。 手段見直
ない所有者に係る物件も増加して

実

おり、これらの根 ③空

施

家バンク事業の更なる

計

充実・拡大を図る。 休

画

止・廃止 拡大
本的解決

／

となる対応が必要とな

◆

る。 ④管理不全空家等

令

に対する指導等を行う

和

。 現状 ○

完了 削減

07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 適正に管理されている空家等率 指 標 成果指標一覧のとおり	 新規 ○ ソフト 事務事業コード 6083

○基本的政策：08快適な居住環境が整っているまちづくり 指標の目標値 80.0% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 住宅課

関 係 法 令 空家等対策の推進に関する特別措置法			 東近江市空家対策
計画、東近江市総

○ 施策 ：03空家等対策の推進 市 条 例 等 作 成 者 吉村 孝文合戦略、東近江市

事務事業名 空家等対策の相談体制の整備、空家等の実態把握及びデータベースの管理、特定空家等に対する措 国土強靱化計画、
関連計画置、空家等の利活用の推進、計画に基づく事業の推進を図ります。 東近江市定住自立

空家等対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計圏共生ビジョン

大事業コード 060000
算

款 項 目 080601

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 空家等の通報に対する対応 対応件数89件 １ 空家等の通報に対する対応 １ 空家等の通報に対する対応 １ 空家等の通報に対する対応
２ 空家等実態調査	 ２ 空家等実態調査	 ２ 空家等実態調査	 ２ 空家等実態調査	

１次調査 自治会調査	 １次調査 自治会調査	 １次調査 自治会調査	 １次調査 自治会調査	
２次調査 現地調査	 ２次調査 現地調査	 ２次調査 現地調査	 ２次調査 現地調査	
３次調査 意向調査	 ３次調査 意向調査	 ３次調査 意向調査	 ３次調査 意向調査	

３ 視察研修受入 ６件	 ３ 視察研修受入	 ３ 視察研修受入	 ３ 視察研修受入	
４ 空家等対策推進協議会 ３回 ４ 空家等対策推



Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 102千円 市債 0千円 410千円 市債 0千円

その他 102千円 その他 410千円

一般財源 0千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 0.8人 会計任 0人 4,860 千円 正 0.8人 会計任 0人 4,860 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0地区 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

風景づくりに対する市民意識の高揚を図るため、 景観計画に基づく良好なまちづくりをこれからも 現状維持 ○ 財源
景観計画の周知に努めた。また、景観法に基づく建 続けていくため、景観法に基づく届出を適切に処理
築・開発等の届出等に対して、景観計画に適合する していく。 見直して継続 拡大
良好な景観保全のため適切に処理を行った。 景観形成重点地区の指定について、引き続き検討 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 景観形成重点地区の指定について、良好な景観形 する。 縮小 削減
成維持のため適切な地区を指定できるよう検討を行 事業統合 人員

Check 3 っているが、指定の絞り込みができるような段階に 手段見直
は至っていない。 休止・廃止 拡大
景観重要建造物の指定ではなく、所有者に規制を 現状 ○

課さない形で、市制20周年記念事業として建築物の 完了 削減
所有者を表彰した。

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 景観形成重点地区数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 394

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 3地区 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 景観法、東近江市風景づくり条例 東近江市景観計画
、東近江市風景づ

○ 施策 ：01良好な景観の形成 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文くり基本計画、東

事務事業名 地域固有の景観を整備及び保全し、良好な景観を享受することにより、本市の観光振興や地域活性 近江市都市計画マ
関連計画化に努めます。 スタープラン、東

景観形成事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計近江市まち・ひと

・しごと創生総合 大事業コード 020000
戦略 算

款 項 目 080401

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 景観形成推進事業 １ 景観形成推進事業 １ 景観形成推進事業 １ 景観形成推進事業
・景観法に基づく建築等の届出・指導事務 ・景観審議会開催（2回） ・景観審議会開催（2回） ・景観審議会開催（2回）
・景観形成普及推進業務 ・景観法に基づく建築等の届出・指導事務 ・景観法に基づく建築等の届出・指導事務 ・景観法に基づく建築等の届出・指導事務
・景観形成重点地区指定業務 ・景観形成普及推進業務 ・景観形成普及推進業務 ・景観形成普及推進業務
・景観表彰 ・景観形成重点地区指定業務 ・景観形成重点地区指定業務 ・景観形成重点地区指定業務

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 3地区 1地区 1地区 2地区

事業の優先度



千円 市債 0千円

その他 67千円 その他 317千円

一般財源 84千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 0.79人 会計任 0人 4,681 千円 正 0.79人 会計任 0人 4,681 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 0地区 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

周辺と調和した屋外広告物の掲出と安全性の向上 景観づくりに対する市民意識の高揚を図るため、 現状維持 ○ 財源
の指導に努めた。 屋外広告物条例の周知を行い、違反広告物の減少に
屋外広告物の表示・掲出の適正化に向け、主要な 努める。 見直して継続 拡大

道路において調査を実施し、申請のない物件につい 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 て指導を行った。今後も違反調査、是正指導を行い 縮小 削減

、広告物の表示・掲出の適正化を図る必要がある。 事業統合 人員
Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 景観形成重点地区数 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5034

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 3地区 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 景観法、東近江市風景づくり条例、屋外広告物法、屋外広告物条例 東近江市景観計画
、東近江市風景づ

○ 施策 ：01良好な景観の形成 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文くり基本計画、東

事務事業名 地域の特性にあったルールを定め、周辺と調和した屋外広告物の掲出と安全性向上の指導に努めま 近江市都市計画マ
関連計画す。 スタープラン、東

屋外広告物指導事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計近江市まち・ひと

・しごと創生総合 大事業コード 030000
戦略 算

款 項 目 080401

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 屋外広告物指導事業 １ 屋外広告物指導事業 １ 屋外広告物指導事業 １ 屋外広告物指導事業
・屋外広告物の許可・指導事務 ・屋外広告物の許可・指導事務 ・屋外広告物の許可・指導事務 ・屋外広告物の許可・指導事務
・違反広告物の調査・是正指導 ・違反広告物の調査・是正指導 ・違反広告物の調査・是正指導 ・違反広告物の調査・是正指導
・違反広告物の簡易除却業務 ・違反広告物の簡易除却業務 ・違反広告物の簡易除却業務 ・違反広告物の簡易除却業務

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 3地区 1地区 1地区 2地区

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 151千円 市債 0千円 317



） （指定管理：1公園、委託管理ほか：12公園）

３ 公園施設の修繕 ３ 公園施設の修繕 ３ 公園施設の修繕 ３ 公園施設の修繕
主な事業内容 ・都市公園等の施設修繕 ・都市公園等の施設修繕 ・都市公園等の施設修繕 ・都市公園等の施設修繕

（年次計画） ４ 公園施設の整備 ４ 公園施設の整備 ４ 公園施設の整備 ４ 公園施設の整備
・川合寺児童公園整備工事 ・延命公園整備実施設計 ・延命公園整備実施設計 ・延命公園整備設計監理

Plan 1 ・延命公園再整備測量 ・延命公園整備設計監理 ・延命公園整備工事（2/2年）
・延命公園再整備基本設計 ・延命公園整備工事（1/2年）

（実績）

Do 2

第２次総合計画における成果指標
「都市公園の面積」

指標の年度目標値 82.1ha 7.63㎡ 7.66㎡ 7.69㎡

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 14,310千円 予算額 国庫支出金 21,747千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 190,189千円 市債 99,700千円 111,216千円 市債 0千円

その他 1,835千円 その他 3,380千円

一般財源 74,344千円 一般財源 86,089千円

職員数/人件費 正 1.53人 会計任 0人 9,275 千円 正 1.59人 会計任 0人 9,719 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 80.9ha 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

川合寺児童公園整備工事を行った。 市民に愛され、気持ちよく利用していただけるよ 現状維持 財源 令和９年度以降
公園施設の管理・修繕を計画的に実施した。 う、適切な公園施設の管理・修繕を引き続き実施す 延命公園整備のため事業拡大すること等による事
万葉の森船岡山自動潅水設備修繕及び五個荘中央 る。 見直して継続 拡大 ○ 業費及び人員の増

公園の石の山石張り修繕を行った。 指定管理者や委託管理者との連携を密にし、管理 拡大 ○ 現状
事務事業の改善内容 全体的に施設の老朽化が進んでいることから、計 体制の強化を図る。 縮小 削減

画的な修繕のほか、突発的な修繕も

東

増えている。 事業統合

近

人員
Check 3 手

江

段見直

休止・廃止 拡大

市

○
現状

完了 削減

総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 市民一人当たりの都市公園面積 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 213

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 7.72㎡ 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 都市公園法、東近江市都市公園条例及び個別の公園条例 東近江市都市計画
マスタープラン、

○ 施策 ：02適正な公園の整備・維持管理 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文東近江市公園施設

事務事業名 市民に憩いとうるおいを与える都市公園等について、安全で良好な管理に努めます。 長寿命化計画、東
関連計画 近江市まち・ひと

公園緑地管理事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計・しごと創生総合

戦略、東近江市国 大事業コード 020000
土強靱化計画 算

款 項 目 080404

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 都市公園の管理 １ 都市公園の管理 １ 都市公園の管理 １ 都市公園の管理
・延命公園など 20公園 ・延命公園など 20公園 ・延命公園など 20公園 ・延命公園など 20公園
（指定管理：20公園） （指定管理：20公園） （指定管理：20公園） （指定管理：20公園）

２ その他の公園の管理 ２ その他の公園の管理 ２ その他の公園の管理 ２ その他の公園の管理
・万葉の森船岡山など 13公園 ・万葉の森船岡山など 13公園 ・万葉の森船岡山など 13公園 ・万葉の森船岡山など 13公園
（指定管理：1公園、委託管理ほか：12公園） （指定管理：1公園、委託管理ほか：12公園） （指定管理：1公園、委託管理ほか：12公園



120千円）

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

第２次総合計画における成果指標
「都市公園の面積」

指標の年度目標値 82.1ha 7.63㎡ 7.66㎡ 7.69㎡

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 2,305千円 市債 0千円 3,468千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 2,305千円 一般財源 3,468千円

職員数/人件費 正 0.49人 会計任 0人 2,799 千円 正 0.49人 会計任 0人 2,799 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 80.9ha 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

自治会管理の児童遊園等の安全対策支援を行った 引き続き自治会管理の児童遊園等の安全対策及び 現状維持 ○ 財源
。 整備の支援を行う。
児童遊園整備補助金により、児童遊園等を整備す 見直して継続 拡大

る自治会を支援した。 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 縮小 削減

事業統合 人員
Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 市民一人当たりの都市公園面積 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5185

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 7.72㎡ 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 都市公園法、東近江市都市公園条例及び個別の公園条例 東近江市都市計画
マスタープラン、

○ 施策 ：02適正な公園の整備・維持管理 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文東近江市まち・ひ

事務事業名 各自治会管理の児童遊園において、子ども等が安全で安心して遊べる環境づくりを支援します。 と・しごと創生総
関連計画 合戦略、東近江市

公園遊具安全対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計国土強靱化計画

大事業コード 030000
算

款 項 目 080404

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 児童遊園の遊具点検の実施 １ 児童遊園の遊具点検の実施 １ 児童遊園の遊具点検の実施 １ 児童遊園の遊具点検の実施
・児童遊園（自治会管理） ・児童遊園（自治会管理） ・児童遊園（自治会管理） ・児童遊園（自治会管理）

２ 児童遊園整備への支援（遊具等） ２ 児童遊園整備への支援（遊具等） ２ 児童遊園整備への支援（遊具等） ２ 児童遊園整備への支援（遊具等）
・対象：児童遊園を整備する自治会 ・対象：児童遊園を整備する自治会 ・対象：児童遊園を整備する自治会 ・対象：児童遊園を整備する自治会
・内容：対象経費の1/2（上限120千円） ・内容：対象経費の1/2（上限120千円） ・内容：対象経費の1/2（上限120千円） ・内容：対象経費の1/2（上限



08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

長寿命化計画に基づいた、遊具等の更新は令和４ 公園施設については、必要に応じて随時修繕を実 現状維持 ○ 財源
年度に終了した。 施していくが、長寿命化計画の再策定を行う。
老朽化等に伴い計画的に施設を更新していく場合 見直して継続 拡大

は、長寿命化計画の変更又は新たな長寿命化計画の 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 策定が必要となる。 縮小 削減

事業統合 人員
Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 市民一人当たりの都市公園面積 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 5188

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 7.72㎡ 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 都市公園法、東近江市都市公園条例及び個別の公園条例 東近江市都市計画
マスタープラン、

○ 施策 ：02適正な公園の整備・維持管理 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文東近江市公園施設

事務事業名 市民に憩いとうるおいを与える都市公園について、安全で良好な施設の更新を行います。 長寿命化計画、東
関連計画 近江市まち・ひと

公園施設長寿命化対策支援事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計・しごと創生総合

戦略、東近江市国 大事業コード 040000
土強靱化計画 算

款 項 目 080404

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 公園施設長寿命化対策支援事業 １ 公園施設長寿命化対策支援事業 １ 公園施設長寿命化対策支援事業 １ 公園施設長寿命化対策支援事業

第2次総合計画における成果指標
「都市公園の面積」

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 82.1ha 7.63㎡ 7.66㎡ 7.69㎡

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 0千円 市債 0千円 0千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 0千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 0.27人 会計任 0人 1,683 千円 正 0.27人 会計任 0人 1,683 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 80.9ha 令和



・目的：公有地の計画的な拡大を図るため、一 ・目的：公有地の計画的な拡大を図るため、一 ・目的：公有地の計画的な拡大を図るため、一 ・目的：公有地の計画的な拡大を図るため、一
定条件に該当する土地有償譲渡しようとする 定条件に該当する土地有償譲渡しようとする 定条件に該当する土地有償譲渡しようとする 定条件に該当する土地有償譲渡しようとする

主な事業内容 者に届出義務（第4条）及び申出（第5条）を 者に届出義務（第4条）及び申出（第5条）を 者に届出義務（第4条）及び申出（第5条）を 者に届出義務（第4条）及び申出（第5条）を
課し、買取を希望する地方公共団体等が土地 課し、買取を希望する地方公共団体等が土地 課し、買取を希望する地方公共団体等が土地 課し、買取を希望する地方公共団体等が土地

（年次計画） 所有者と買取協議を行う機会を確保する。 所有者と買取協議を行う機会を確保する。 所有者と買取協議を行う機会を確保する。 所有者と買取協議を行う機会を確保する。
・公拡法第4条 届出（有償譲渡） ・公拡法第4条 届出（有償譲渡） ・公拡法第4条 届出（有償譲渡） ・公拡法第4条 届出（有償譲渡）

Plan 1 ・公拡法第5条 申出（買取希望） ・公拡法第5条 申出（買取希望） ・公拡法第5条 申出（買取希望） ・公拡法第5条 申出（買取希望）

（実績）

Do 2

第２次総合計画における成果指標
「市街化区域内の未利用率」

指標の年度目標値 7.47% 1,488.8ha 1,488.8ha 1,488.8ha

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 80千円 県支出金 66千円

事業の財源 86千円 市債 0千円 89千円 市債 0千円

その他 6千円 その他 0千円

一般財源 0千円 一般財源 23千円

職員数/人件費 正 0.3人 会計任 0人 1,975 千円 正 0.3人 会計任 0人 2,041 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 7.00% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方

東

向性と資源の配分の内

近

容

事務手順の迅速化

江

を図ることができた。

市

県と連絡調整しなが

総

ら、引き続き迅速に処

合

理でき 現状維持 ○ 財源

計

るよう努める。
見直し

画

て継続 拡大
拡大 現状 ○

～

事務事業の改善内容 縮

ま

小 削減
事業統合 人員

C

ち

heck 3 手段見直

づ

休止・廃止 拡大
現状 ○

く

完了 削減

りの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 市街化区域の面積 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 84

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 1,531.5ha 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 国土利用計画法、公有地の拡大の推進に関する法律 －

○ 施策 ：03計画的な土地利用の推進 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文

事務事業名 国土法に基づく土地売買等の届出受理事務などを行います。
関連計画

土地利用規制対策事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計

大事業コード 050000
算

款 項 目 080401

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 国土法に基づく届出受理事務 １ 国土法に基づく届出受理事務 １ 国土法に基づく届出受理事務 １ 国土法に基づく届出受理事務
・目的：適正な土地利用を推進し、土地の投機 ・目的：適正な土地利用を推進し、土地の投機 ・目的：適正な土地利用を推進し、土地の投機 ・目的：適正な土地利用を推進し、土地の投機
的取引の抑制のため、国土法に基づく届出受 的取引の抑制のため、国土法に基づく届出受 的取引の抑制のため、国土法に基づく届出受 的取引の抑制のため、国土法に基づく届出受
理、県への経由事務を行う。 理、県への経由事務を行う。 理、県への経由事務を行う。 理、県への経由事務を行う。

・国土法23条届出 ・国土法23条届出 ・国土法23条届出 ・国土法23条届出

２ 公拡法に基づく届出・申出事務 ２ 公拡法に基づく届出・申出事務 ２ 公拡法に基づく届出・申出事務 ２ 公拡法に基づく届出・申出事務



導により開発の許認可事 基準等に基づいた指導により開発の許認可事 基準等に基づいた指導により開発の許認可事
務を行う。 務を行う。 務を行う。 務を行う。

・29条(開発行為の許可） ・29条(開発行為の許可） ・29条(開発行為の許可） ・29条(開発行為の許可）
・42条(開発許可地での建築許可） ・42条(開発許可地での建築許可） ・42条(開発許可地での建築許可） ・42条(開発許可地での建築許可）
・43条(開発許可地以外の調整区域内の建築許 ・43条(開発許可地以外の調整区域内の建築許 ・43条(開発許可地以外の調整区域内の建築許 ・43条(開発許可地以外の調整区域内の建築許
可) 可) 可) 可)

主な事業内容 ・35条の2（開発行為の変更許可） ・35条の2（開発行為の変更許可） ・35条の2（開発行為の変更許可） ・35条の2（開発行為の変更許可）
・60条1項証明(都市計画法適合建築物である証明 ・60条1項証明(都市計画法適合建築物である証明 ・60条1項証明(都市計画法適合建築物である証明 ・60条1項証明(都市計画法適合建築物である証明

（年次計画） 書) 書) 書) 書)
・32条（公共施設の同意、協議） ・32条（公共施設の同意、協議） ・32条（公共施設の同意、協議） ・32条（公共施設の同意、協議）

Plan 1 ・36条（開発工事完了の検査） ・36条（開発工事完了の検査） ・36条（開発工事完了の検査） ・36条（開発工事完了の検査）
・開発計画事前審査 ・開発計画事前審査 ・開発計画事前審査 ・開発計画事前審査

（実績） ・開発行為等に関する指導要綱による協議 ・開発行為等に関する指導要綱による協議 ・開発行為等に関する指導要綱による協議 ・開発行為等に関する指導要綱による協議
・太陽光発電設備設置に関する届出 ・太陽光発電設備設置に関する届出 ・太陽光発電設備設置に関する届出 ・太陽光発電設備設置に関する届出

Do 2 ・盛土規制法に伴う権限移譲協議 ・盛土規制法に伴う権限委譲協議 ・違反建築物是正指導 ・盛土規制法に関する許可
・違反建築物是正指導 ・違反建築物是正指

東

導 ・盛土規制法に伴

近

うシステム整備及び条

江

例制定 ・違反建築物

市

是正指導
・34

総

条11・12号（市街

合

化調整区域の許可基準

計

）の
指定区

画

域の見直し（定期見直

～

し） ２ ＧＩＳシステ

ま

ム委託
２ ＧＩＳシス

ち

テム委託 ２ ＧＩＳシ

づ

ステム委託 ・開発

く

許可システムバージョ

り

ンアップ
・開発許可

の

システムバージョンア

森

ップ ・開発許可シス

を

テムバージョンアップ

育

２ ＧＩＳシステム委

て

託
・開発許可シス

よ

テムバージョンアップ

う

第２次総合計画におけ

～

る成果指標
「市街化区

■

域内の未利用率」
指標

令

の年度目標値 7.47

和

% 1,488.8ha

0

1,488.8ha 1

8

,488.8ha

事業

年

の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国

度

庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支

実

出金 0千円 県支出金 0

施

千円

事業の財源 245

計

千円 市債 0千円 5,3

画

23千円 市債 0千円

そ

／

の他 245千円 その他

◆

1,359千円

一般財

令

源 0千円 一般財源 3,

和

964千円

職員数/人

0

件費 正 3.55人 会計

7

任 0人 22,718 千

年

円 正 3.6人 会計任 0

度

人 23,010 千円

評価
改善 方向性

令和07

事

年度 事務事業評価

指

務

標の年度実績 Do 2

事

7.00% 令和08年

業

度の改善の取り組み A

評

ction 4 令和0

価

9年度以降の事業の方

○

向性と資源の配分

＜成

基

果・課題＞ ＜改善内容

本

＞ 事業の方向性 資源(

目

財源・人)の配分 事業

標

の方向性と資源の配分

：

の内容

開発許可制度

0

の取扱い基準及び技術

6

基準に基づき 判断の

都

困難な事案に対応でき

市

るよう、研修会を通 現

基

状維持 財源 令和９年度

盤

、迅速かつ的確な開発

が

指導を行った。 じて

整

開発許認可等の事務、

っ

技術の交流及び研鑽に

た

努 盛土規制法に対応

快

するためのシステム整

適

備や条例
都市計画法

な

に違反する開発行為等

ま

に対し、違反に めると

ち

ともに、事務や審査の

指

迅速化を図り、手続期

標

見直して継続 拡大 ○ 制

名

定に伴う事業費及び人

市

員の増
関する事務処理

街

要綱に基づき是正指導

化

を行った。 間の短縮を

区

図る。 拡大 ○ 現状 令和

域

10年度
事務事業の改

の

善内容 違反開発行為

面

等に対する是正指導の

積

強化に継続的 縮小 削減

指

盛土規制法運用開始に伴う人員の増
に取り組む。 事業統合 人員

C

標

heck 3 手段見直

成

休止・廃止 拡大 ○
現状

果

完了 削減

指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 144

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 1,531.5ha 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 都市計画法、都市計画法施行令、都市計画法施行規則、東近江市開発許可の基準等に関する条例、 東近江市都市計画
東近江市都市計画法施行細則、東近江市開発行為等に関する指導要綱、東近江市太陽光発電設備に関 マスタープラン

○ 施策 ：03計画的な土地利用の推進 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文する指導要綱、開発行為等の違反に関する事務処理要綱

事務事業名 本市には、近江八幡八日市都市計画区域と湖東都市計画区域の２つの都市計画区域と都市計画区域
関連計画外の３つの区域があります。

開発指導事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計これらの区域における無秩序な開発を防止し、適正な開発の誘導・指導を行います。

大事業コード 060000
算

款 項 目 080401

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 開発許可 １ 開発許可 １ 開発許可 １ 開発許可
・目的：都市の健全な発展と秩序ある整備を図 ・目的：都市の健全な発展と秩序ある整備を図 ・目的：都市の健全な発展と秩序ある整備を図 ・目的：都市の健全な発展と秩序ある整備を図
るため、適正な開発行為の誘導を目的とし、 るため、適正な開発行為の誘導を目的とし、 るため、適正な開発行為の誘導を目的とし、 るため、適正な開発行為の誘導を目的とし、
基準等に基づいた指導により開発の許認可事 基準等に基づいた指



証明業務（60条2項 ・都市計画法第53条第1項適合証明業務（60条2項 ・都市計画法第53条第1項適合証明業務（60条2項
証明） 証明） 証明） 証明）

・風致地区内の建築許可業務 ・風致地区内の建築許可業務 ・風致地区内の建築許可業務 ・風致地区内の建築許可業務
・駐車場法に関する業務 ・駐車場法に関する業務 ・駐車場法に関する業務 ・駐車場法に関する業務
・都市計画に関する窓口業務 ・都市計画に関する窓口業務 ・都市計画に関する窓口業務 ・都市計画に関する窓口業務

主な事業内容 ・地区計画策定・届出業務 ・地区計画策定・届出業務 ・地区計画策定・届出業務 ・地区計画策定・届出業務
・土地利用条例に関する業務 ・土地利用条例に関する業務 ・土地利用条例に関する業務 ・土地利用条例に関する業務

（年次計画） ・区域区分見直し業務 ・区域区分見直し業務 ・区域区分見直し業務 ・区域区分見直し業務
・都市計画マスタープランの進行管理 ・都市計画マスタープランの進行管理 ・都市計画マスタープランの進行管理 ・都市計画マスタープランの進行管理

Plan 1 ・立地適正化計画の進行管理 ・立地適正化計画の進行管理 ・立地適正化計画の進行管理 ・立地適正化計画の進行管理
２ 地図情報管理事業 ・立地適正化計画防災指針等の策定

（実績） ・地理情報システム（ＧＩＳ）保守業務 ２ 地図情報管理事業
・地図・都市計画図販売業務 ２ 地図情報管理事業 ２ 地図情報管理事業 ・地理情報システム（ＧＩＳ）保守業務

Do 2 ・地形図等修正業務 ・地理情報システム（ＧＩＳ）保守業務 ・地理情報システム（ＧＩＳ）保守業務 ・地図・都市計画図販売業務
３ 土地区画整理事業 ・地図・都市計画図販売業務 ・地図・都市計画図販売業務 ・地形図等修正業務
・土地区画整理事業完了地区情報提供業務 ・地形図等修正業務 ・地形図等修正業務

３ 土地区画整理事業
３ 土地区画整理事業 ３ 土地区画整理事業 ・土地区画整理事業完了地区情報提供業務
・土地区画整理事業完了地区情報提供業務 ・土地区画整理事業完了地区情報提供業務 ・能登川駅前（西側）再開発事業
・

東

能登川駅前（西側）再

近

開発事業 ・能登川駅

江

前（西側）再開発事業

市

第２次総合計画にお

総

ける成果指標 （繰越明

合

許）
「市街化区域内

計

の未利用率」 都市計画

画

図修正業務委託料 1

～

,920千円
指標の年

ま

度目標値 7.47% 1

ち

,488.8ha 1,

づ

488.8ha 1,4

く

88.8ha

事業の優

り

先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支

の

出金 0千円 予算額 国庫

森

支出金 4,858千円

を

県支出金 0千円 県支出

育

金 0千円

事業の財源 4

て

,884千円 市債 0千

よ

円 23,097千円 市

う

債 0千円

その他 4,3

～

23千円 その他 4,7

■

64千円

一般財源 56

令

1千円 一般財源 13,

和

475千円

職員数/人

0

件費 正 1.7人 会計任

8

0人 12,159 千円

年

正 1.7人 会計任 0人

度

12,159 千円

評価
改善 方向性

令和07年

実

度 事務事業評価

指標

施

の年度実績 Do 2 7

計

.00% 令和08年度

画

の改善の取り組み Ac

／

tion 4 令和09

◆

年度以降の事業の方向

令

性と資源の配分

＜成果

和

・課題＞ ＜改善内容＞

0

事業の方向性 資源(財

7

源・人)の配分 事業の

年

方向性と資源の配分の

度

内容

令和７年度に滋賀県で行われる、近江

事

八幡八日市 区域区分

務

の見直しに向け、関係

事

機関等と協議を進 現状

業

維持 ○ 財源
都市計画区

評

域の市街化区域と市街

価

化調整区域の区域 める

○

。
区分の見直しに向け

基

て、住民説明会等を行

本

うととも 立地適正化

目

計画の見直しを行うと

標

ともに誘導施策 見直し

：

て継続 拡大
に、部局横

0

断で見直しに向けた業

6

務を進めた。 に努める

都

。 拡大 現状 ○
事務事業

市

の改善内容 都市再生

基

特措法改正に伴い立地

盤

適正化計画の変更 都

が

市計画マスタープラン

整

に基づく土地利用誘導

っ

を 縮小 削減
を行う必要

た

がある。 図り都市施設

快

等の整備に取り組む。

適

事業統合 人員
Chec

な

k 3 手段見直

休止・

ま

廃止 拡大
現状 ○

完了 削

ち

減

指 標 名 市街化区域の面積 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 265

○基本的政策：04計画的な土地利用を進め良好な市街地が形成されている 指標の目標値 1,531.5ha 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 都市計画課

まちづくり 関 係 法 令 都市計画法、測量法、都市再生特別措置法 東近江市都市計画
マスタープラン、

○ 施策 ：03計画的な土地利用の推進 市 条 例 等 作 成 者 西澤 宏文東近江市立地適正

事務事業名 無秩序な乱開発を防ぎ良好な環境を保ちながら、道路や建物、施設を計画的に整備するなど適正な 化計画、東近江市
関連計画土地利用を図るため、都市計画マスタープランの方針に基づき、快適で機能的なまちづくりを推進し まち・ひと・しご

都市計画整備推進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計ます。 と創生総合戦略、

東近江市国土強靱 大事業コード 040000
化計画 算

款 項 目 080401

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 都市計画運営事業 １ 都市計画運営事業 １ 都市計画運営事業 １ 都市計画運営事業
・都市計画審議会の開催 ・都市計画審議会の開催（3回/年） ・都市計画審議会の開催（3回/年） ・都市計画審議会の開催（3回/年）
・都市計画道路・用途地域等の変更 ・都市計画道路・用途地域等の変更 ・都市計画道路・用途地域等の変更 ・都市計画道路・用途地域等の変更
・都市計画施設内等の建築許可業務 ・都市計画施設内等の建築許可業務 ・都市計画施設内等の建築許可業務 ・都市計画施設内等の建築許可業務
・都市計画法第53条第1項適合証明業務（60条2項 ・都市計画法第53条第1項適合



対策事業費補助事業 ４ ブロック塀等耐震対策事業費補助事業 ４ ブロック塀等耐震対策事業費補助事業

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 95.0% 95.0% 95.0% 95.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 2,777千円 予算額 国庫支出金 1,000千円

県支出金 156千円 県支出金 375千円

事業の財源 5,572千円 市債 0千円 1,805千円 市債 0千円

その他 2,639千円 その他 430千円

一般財源 0千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 0.8人 会計任 0.05人 6,167 千円 正 0.88人 会計任 0人 6,365 千円

評価
改善 方向性

令和07年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 88.4% 令和08年度の改善の取り組み Action 4 令和09年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・吹付アスベスト台帳及び過去の調査物件の資料を ・吹付アスベストの調査結果を精査し、必要に応じ 現状維持 ○ 財源
精査し、対象物件の特定を行った。また、対象物 て指導に取り組む。
件に対し再調査を実施した。 ・総合防災訓練において耐震啓発ブースを設け、来 見直して継続 拡大

・ブロック塀等の撤去費等に対する事業について、 場者に対し、誰にでも分かりやすく耐震の重要性 拡大 現状 ○
事務事業の改善内容 継続して事業の周知を行った。 が実感できるような啓発を行う。 縮小 削減

・東近江市既存建築物耐震改修促進計画を見直し、 ・東近江市既存建築物耐震改修促進計画で定めた目 事業統合 人員
Check 3 住宅・建築物の耐震化施策を総合的に検討した。 標を達成するために、耐震性が不十分な建築物の 手段見直

・住宅課と協力し、木造住宅無料耐震診断の申込者 所有者等に耐震化促進のための啓発を行う。 休止・廃止 拡大
に対し耐震改修の重要性について説明し啓発を行 現状 ○
った。 完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和08年度 実施計画 ／ ◆ 令和07年度 事務事業評価

○基本目標 ：06都市基盤が整った快適なまち 指 標 名 住宅の耐震化率 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 120

○基本的政策：05住まいの安全性が確保されているまちづくり 指標の目標値 95.0% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 建築指導課

関 係 法 令 建築物の耐震改修の促進に関する法律 東近江市既存建築
物耐震改修促進計

○ 施策 ：01耐震化の推進 市 条 例 等 作 成 者 浅見 幸司画、東近江市国土

事務事業名 昭和56年5月以前の旧基準木造住宅について、地震に対する安全性を確保するため、耐震診断及び 強靱化計画
関連計画耐震補強に対する指導、助言を行います。

建築物地震対策推進事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計地震等の災害によるブロック塀等の倒壊被害を防止するために、通学路や避難路に面するブロック

塀等の撤去及び改修に対して補助を行います。 大事業コード 010000
算

款 項 目 080406

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 耐震改修のための広報活動の実施 １ 耐震改修のための広報活動の実施 １ 耐震改修のための広報活動の実施 １ 耐震改修のための広報活動の実施

２ 耐震改修促進法に基づく耐震診断の指導、 ２ 耐震改修促進法に基づく耐震診断の指導、 ２ 耐震改修促進法に基づく耐震診断の指導、 ２ 耐震改修促進法に基づく耐震診断の指導、
認定、助成 認定、助成 認定、助成 認定、助成

３ 吹付けアスベスト等含有調査事業の補助 ３ 吹付けアスベスト等含有調査事業の補助 ３ 吹付けアスベスト等含有調査事業の補助 ３ 吹付けアスベスト等含有調査事業の補助

４ ブロック塀等耐震対策事業費補助事業 ４ ブロック塀等耐震



・建築審査会への諮問
・建築確認台帳の整備 ・建築確認台帳の整備 ・建築確認台帳の整備 ・建築確認台帳の整備
・違反建築物の是正指導 ・違反建築物の是正指導 ・違反建築物の是正指導 ・違反建築物の是正指導
・特殊建築物、昇降機等の定期報告の届出受理 ・特殊建築物、昇降機等の定期報告の届出受理 ・特殊建築物、昇降機等の定期報告の届出受理 ・特殊建築物、昇降機等の定期報告の届出受理
・指定確認検査機関への指導、監督 ・指定確認検査機関への指導、監督 ・指定確認検査機関への指導、監督 ・指定確認検査機関への指導、監督

２ 建築工事に係る資材の再資源化等に関する法 ２ 建築工事に係る資材の再資源化等に関する法 ２ 建築工事に係る資材の再資源化等に関する法 ２ 建築工事に係る資材の再資源化等に関する法
主な事業内容 律に基づく届出受理 律に基づく届出受理 律に基づく届出受理 律に基づく届出受理

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す ３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す ３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す ３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す
（年次計画） る法律に基づく適合性判定、認定 る法律に基づく適合性判定、認定 る法律に基づく適合性判定、認定 る法律に基づく適合性判定、認定

４ だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり ４ だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり ４ だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり ４ だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり
Plan 1 条例に基づく届出受理 条例に基づく届出受理 条例に基づく届出受理 条例に基づく届出受理

５ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基 ５ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基 ５ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基 ５ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基
（実績） づく認定 づく認定 づく認定 づく認定

６ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく ６ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく ６ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく ６ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく
Do 2 認定 認定 認定 認定

７ 指定道路窓口システムの維持管理・検証 ７

東

指定道路窓口システム

近

の維持管理・検証 ７

江

指定道路窓口システム

市

の維持管理・検証 ７

総

指定道路窓口システム

合

の維持管理・検証
８

計

建築計画概要書の写し

画

の交付事務 ８ 建築計

～

画概要書の写しの交付

ま

事務 ８ 建築計画概要

ち

書の写しの交付事務 ８

づ

建築計画概要書の写

く

しの交付事務

指標の年

り

度目標値 95.0% 9

の

5.0% 95.0% 9

森

5.0%

事業の優先度

を

Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金

育

0千円 予算額 国庫支出

て

金 478千円

県支出金

よ

73千円 県支出金 73

う

千円

事業の財源 3,2

～

50千円 市債 0千円 6

■

,284千円 市債 0千

令

円

その他 3,177千

和

円 その他 5,030千

0

円

一般財源 0千円 一般

8

財源 703千円

職員数

年

/人件費 正 4.2人 会

度

計任 0.95人 29,525 千円 正 5.8人

実

会計任 0.08人 33

施

,903 千円

評価
改善

計

方向性

令和07年度

画

事務事業評価

指標の年

／

度実績 Do 2 88.

◆

4% 令和08年度の改

令

善の取り組み Acti

和

on 4 令和09年度

0

以降の事業の方向性と

7

資源の配分

＜成果・課

年

題＞ ＜改善内容＞ 事業

度

の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向

事

性と資源の配分の内容

務

・窓口システム改善に

事

向け情報を収集した。

業

・統合型ＧＩＳシステ

評

ムの運用に向け、窓口

価

業務の 現状維持 ○ 財源

○

・指定道路図を公開型

基

ＧＩＳで庁外配信する

本

ため、 効率化に必要

目

な情報を収集する。

標

庁内での調整を行った

：

。 ・慢性的な残業の解

0

消に向け、業務内容の

6

見直し、 見直して継続

都

拡大
・老朽危険家屋等

市

に対し継続的に指導を

基

行うことに ＤＸ化、

盤

資料の整理及びマニュ

が

アル化等による業 拡大

整

現状 ○
事務事業の改善

っ

内容 より、改善が見

た

られた。 務の効率化

快

を図る。 縮小 削減
・違

適

反建築物への対応等に

な

おいて、消防部局と連

ま

携 ・各種受付業務の電

ち

子化を推進する。 事業

指

統合 人員
Check

標

3 を図った。 ・違反

名

建築物の防止のために

住

、建築確認を受けた建

宅

手段見直
・一部の申請

の

等受付業務は電子化に

耐

対応できたもの 築主

震

に対して注意喚起のお

化

知らせを郵送等の啓発

率

休止・廃止 拡大
の、

指

その他大半の受付業務は非対応であることか を図る。 現状 ○
ら

標

、継続して電子受付を

成

推進する。 完了 削減

果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 459

○基本的政策：05住まいの安全性が確保されているまちづくり 指標の目標値 95.0% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担 当 課 名 建築指導課

関 係 法 令 建築基準法、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、建築士法、リサイクル法、 東近江市国土強靱
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律、だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条 化計画

○ 施策 ：01耐震化の推進 市 条 例 等 作 成 者 浅見 幸司例、長期優良住宅の普及の促進に関する法律、都市の低炭素化の促進に関する法律

事務事業名 建築基準法をはじめ、リサイクル法、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律、だれも
関連計画が住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例、長期優良住宅の普及の促進に関する法律、都市の低炭素

建築確認事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計化の促進に関する法律等に基づく、確認、認定、届出の受理、審査、検査、許可、相談等を行います

。 大事業コード 020000
算

款 項 目 080406

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 建築基準法に基づく事務 １ 建築基準法に基づく事務 １ 建築基準法に基づく事務 １ 建築基準法に基づく事務
・審査、確認、検査、認定、調査、報告、許可 ・審査、確認、検査、認定、調査、報告、許可 ・審査、確認、検査、認定、調査、報告、許可 ・審査、確認、検査、認定、調査、報告、許可
相談、指導等 相談、指導等 相談、指導等 相談、指導等

・建築審査会への諮問 ・建築審査会への諮問 ・建築審査会への諮問



設計） ・小学校・中学校施設整備 ・小学校・中学校施設整備
・農業振興施設増築工事（設計） ・湖東ひばり幼児園改修工事 ・市営住宅整備 ・市営住宅整備
・農業振興施設整備工事 ・農業振興施設増築工事 ・社会体育施設整備 ・社会体育施設整備
・能登川水車とカヌーランド整備工事 ・旧中江準五郎邸屋根修理工事 ・防災施設整備 ほか ・防災施設整備 ほか
・清水川修景整備工事 ・太郎坊宮前観光物産店及び駐車場整備工事

主な事業内容 ・総合運動公園布引体育館大規模改修工事 （設計）
・湖東第三こどもの家移転に伴う小学校改修工事 ・八日市東西連絡通路整備工事（設計）

（年次計画） ・ひばり丘団地大規模改修（第４期）工事 ・蒲生運動公園グラウンド等照明改修工事
・川合寺児童公園整備工事 ・平田駅前団地大規模改修工事（１期）

Plan 1 ・市立五個荘小学校空調設備等改修工事 ・延命公園再整備事業（設計）
・能登川南小学校大規模改修工事 ・中学校体育館空調整備工事

（実績） ・永源寺中学校大規模改修工事 ほか ・能登川東小学校大規模改修工事 ほか
２ 建築基準法第12条に基づく点検 ２ 建築基準法第12条に基づく点検 ２ 建築基準法第12条に基づく点検 ２ 建築基準法第12条に基づく点検

Do 2 ・建築物、建築設備定期点検業務 43施設 ・建築物、建築設備定期点検業務 34施設
・建築設備定期点検業務 69施設 ・建築設備定期点検業務 79施設
・任意建築設備点検業務 ２施設 ・任意建築設備点検業務 ２施設

３ 建築基準法第12条点検により要是正の指摘のあ
った特定防火設備修繕業務

第２次総合計画における成果指標
「公共建築物12条点検における是正が必要な施設数
」

指標の年度目標値 65施設 45% 50% 55%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 57,140千円 市債 0千円 32,855千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 57,140千円 一般財源 32,855千円

職員数/人件費 正 6.4人 会計任 0.18人 40,265 千円 正 5.8人 会計任 0.

東

4人 39,922 千円

近

評価
改善 方向性

令和0

江

7年度 事務事業評価

市

指標の年度実績 Do

総

2 87施設 令和08年

合

度の改善の取り組み A

計

ction 4 令和0

画

9年度以降の事業の方

～

向性と資源の配分

＜成

ま

果・課題＞ ＜改善内容

ち

＞ 事業の方向性 資源(

づ

財源・人)の配分 事業

く

の方向性と資源の配分

り

の内容

新技術や法改

の

正に伴う工事管理マニ

森

ュアル及び設 新技術

を

や法改正に伴う工事管

育

理マニュアル及び設 現

て

状維持 ○ 財源
計仕様書

よ

の更新を行い、管理の

う

適正化及び事務の簡 計

～

仕様書の更新を継続す

■

るとともに、デジタル

令

技術
素化を図った。ま

和

た、施設の維持管理に

0

関する研修 を活用し、

8

更なる管理体制の強化

年

及び簡素化を図る 見直

度

して継続 拡大
を活用し、専門知識の向上を図

実

った。 。また、設備を

施

中心とする専門性の高

計

い研修を受講 拡大 現状

画

○
事務事業の改善内容

／

定期点検業務につい

◆

ては、過年度の実績を

令

踏まえ し、人材育成を

和

図る。 縮小 削減
、点検

0

内容及び結果を精査し

7

業務仕様の充実を図っ

年

定期点検業務につい

度

ては、過年度の実績を踏まえ 事業統合 人員
C

事

heck 3 た。また

務

、要是正の指摘がある

事

施設所管課に対し改 、

業

適正な施設の維持管理

評

のため必要となる情報

価

の集 手段見直
善の啓発

○

を行うとともに、特に

基

改修の必要性が高く 約

本

を行うとともに、要是

目

正項目の改善の啓発を

標

行う 休止・廃止 拡大
、

：

改修の難易度が高い是

0

正項目について、当課

6

で取 。 現状 ○
りまとめ

都

て発注し改善を図った

市

。 完了 削減

基盤が整った快適なまち 指 標 名 公共建築物12条点検における要是正の指摘がない施設の割合 指 標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 121

○基本的政策：06質の高い公共施設があるまちづくり 指標の目標値 60.0% 目標年（ 令和11年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担 当 課 名 施設建築課

関 係 法 令 建築基準法、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、建築士法、建設業法、労働 東近江市既存建築
基準法、労働安全衛生法、都市計画法、消防法、下水道法、浄化槽法、廃棄物の処理及び清掃に関す 物耐震改修促進計

○ 施策 ：01適正な公共施設整備 市 条 例 等 作 成 者 平居 雄三る法律、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律ほか 画、東近江市国土

事務事業名 公共施設の営繕事業に伴う設計監理等を行います。 強靱化計画、東近
関連計画 江市公共施設等総

公共施設営繕事業 事務事業概要 予
会 計 名 一般会計合管理計画、東近

江市公共施設個別 大事業コード 030000
施設計画 算

款 項 目 080406

令和07年度 事務事業実績 令和08年度 実施計画

令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度

１ 公共施設の営繕事業に伴う設計監理及び監督 １ 公共施設の営繕事業に伴う設計監理及び監督 １ 公共施設の営繕事業に伴う設計監理及び監督 １ 公共施設の営繕事業に伴う設計監理及び監督
＜主な設計・監督＞ ＜主な設計・監督＞ ＜主な設計・監督＞ ＜主な設計・監督＞
・文化スポーツ部庁舎改修工事（設計） ・旧農業管理センター整備工事 ・庁舎整備 ・庁舎整備
・市辺コミュニティセンター新築工事 ・蒲生医療センター整備工事 ・幼児園等施設整備 ・幼児園等施設整備
・蒲生医療センター整備工事 ・やまの子の家改修工事（


